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圏域の振興施策の 

基本方向 
Ⅰ 多様な交流が生まれ、一人ひとりが生涯を通じて健やかにいきいきと暮らせる地域 

重点施策 １ 健やかに安心して暮らせる地域社会をつくります 

〔基本方向〕 

（健康づくり） 

住民が、こころと体の健康づくりに積極的に取り組むことができるよう、市町など関係機関と連携し、健康に関する知識の普及を図るとともに、職場や

地域における心の不調の早期発見、生活習慣病の発症予防や重症化（再発）予防につながる取組を促進します。 

また、若年期からの適正な食生活習慣と運動習慣の定着に向けて、健康づくりに関する良好な環境づくりを推進します。 

スポーツを通じた健康増進を図るため、関係機関・団体と連携し、スポーツ活動への参画に向けた取組を推進します。 

（医療） 

地域医療構想の実現に向けて、病床機能の分化と連携や医療と介護の連携体制の整備などに取り組むとともに、妊産婦が安心して出産でき

るよう、周産期医療における医療機関間の診療連携体制の充実強化を図ります。 

自然災害や新興感染症などに円滑に対応していくため、健康危機に対する管理体制を関係機関・団体と構築します。 

（福祉） 

高齢者が住み慣れた地域での生活を継続できるよう、市町等と連携し、地域の実情に応じた医療、介護、予防、住まい、生活支援サ

ービスを提供する体制づくりを支援します。 

地域における障がい者の自立支援を進めるため、市町の障がい者地域自立支援協議会などのネットワークを生かし、障がい福祉サー

ビス基盤の整備が着実に進むよう支援します。 

また、就労継続支援事業者と農業者等との連携による、障がい者それぞれの特性に応じた多様な作業の確保や工賃向上に係る取組を

支援します。 

（子育て） 

地域で結婚、子育てをするという希望がかなえられるよう、関係機関と連携し、結婚希望者に対する出会いの機会の提供等の取組を

支援します。 

また、地域の中で安心して子育てができるよう、市町と連携し、保育サービスの拡充等の取組を支援するほか、地域の企業等による

子育てしやすい環境づくりを促進するなど、社会全体で出産、子育てを支援する地域づくりを推進します。 

重点指標  現状値 2019 2020 2021 2022 重点指標の動きに対するコメント 

①がん、心疾患及び脳血管疾患で

死亡する人数〔10 万人当たり〕

（人）〔男性〕 

目標  
288.4

（2018）
 

281.1

（2019） 

273.9

（2020） 

266.9

（2021） 

概ね達成 
2021年（2020年）の実績値は279.4人となって
います。 
事業所への出前講座や健康経営の普及の取組等
を進めていきます。 

実績 
297.4

（2016） 

306.0 

（2018） 
274.5 279.4 ― 

①がん、心疾患及び脳血管疾患で

死亡する人数〔10 万人当たり〕

（人）〔女性〕 

目標  
141.6

（2018） 

137.8

（2019） 

134.0

（2020） 

130.3

（2021） 

概ね達成 
2021年（2020年）の実績値は151.3人となって
います。 
事業所への出前講座や健康経営の普及の取組等
を進めていきます。 

実績 
152.4

（2016） 

173.9 

（2018） 
147.0 151.3 ― 

②自殺者数〔10万人当たり〕（人） 

目標  
20.5 

（2018） 

19.5 

（2019） 

18.5 

（2020） 

17.5 

（2021） 

概ね達成 
2021年（2020年）の実績値は21.1人となってい
ます。 
メンタルヘルスに関わる人材育成の研修やネッ
トワーク構築の取組を進めていきます。 

実績 21.5 
22.1 
（2018） 

21.3 21.1 ― 

③訪問診療を受けた患者数 

（人口10万人当たり：レセプト件数ベ

ース）（件） 

目標  
3,018.1 

(2018) 

3,028.1 

(2019) 

3,037.9 

(2020) 

3,047.9 

(2021) 

達成 
2021年（2020年）の実績値は3,315.1件となっ
ています。 
地域の実情に応じた医療、介護等を提供する体
制を支援していきます。 

実績 
2,998.3 

(2016) 

3,159.3 

(2018) 

3,143.9 

(2019) 

3,315.1 

(2020) 
― 

④要介護・要支援の認定を受けて

いない高齢者の割合（全国を100

とした水準）（％） 

目標  98.23 98.26 98.29 98.32 
達成 
2021年の実績値は98.97％となっています。 
高齢者が社会的役割を持ち、生きがいづくりや
介護予防に向けた取組を促進していきます 実績 98.17 98.59 98.83 98.97 ― 

⑤グループホームの利用者数（人） 
目標  680 700 720 740 

概ね達成 
2021年の実績値は690人となっています。 
福祉サービスの充実に向けた地域自立支援協議
会の取組支援に取り組んでいきます。 

実績 640 653 654 690 ― 

⑥「いわて子育てにやさしい企業

等」認証件数（累計） 

目標  79 99 119 139 
概ね達成 
2021年の実績値は116件となっています。 
企業訪問や会議等にて認証制度の普及推進に取
り組んでいきます。 

実績 39 69 95 116 ― 

〔基本方向の実現に向けた取組〕 

 ① 事業所等と連携したこころと体の健康づくりの推進  

 ② 地域と連携したスポーツへの参加機運の醸成       

 ③ 地域医療の確保充実と医療と介護等の連携体制の推進 

 ④ 地域包括ケアシステムの構築 

 ⑤ 障がい者の自立活動の支援 

 ⑥ 「i-サポ奥州」の利用促進などを通じた結婚支援対策の推進 

 ⑦ 子育てしやすい環境の整備 
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令和３年度の取組状況・評価及び令和４年度の取組方針  

具体的 

推進方策 
令和３年度の取組内容(実施計画) 令和３年度の取組状況 

 

令和３年度の評価及び今後の取組の方向 令和４年度の取組方針 

①事業所等と連

携したこころ

と体の健康づ

くりの推進   

(1) 生活習慣病の発症予防やメンタルヘルスケア
の向上に向けた取組の推進 
〇スーパーマーケットと共働した健康的な食生
活の「見える化」の推進 

 〇事業所を対象とした生活習慣の改善につなが
る健康づくり出前講座の実施 

 
 
 
 
 
 
(2) 特定健康診査の受診率及び特定保健指導の実
施率の向上に向けた取組の支援 
〇血管年齢計を活用した働き盛りの健康度「見
える化」事業 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
(3) 若年期からの健康づくりに関する良好な環境
づくりの推進 
〇特定給食施設への指導 
〇保育園・学校等への出前講座の実施 
〇保育園での運動習慣定着事業の実施 
 

 
 
 
 
 

(4) 自殺対策に向けた総合的な取組の推進 
 〇自殺対策推進の連絡会及び研修会の開催 
 〇事業所出前講座の開催及びゲートキーパー養 
  成 
〇自殺予防の普及啓発、相談窓口情報の発信 

・「いわて減塩・適塩の日キャンペーン」に合わ
せ、健康的な食生活実践のための媒体をスーパ
ーに配架：10店舗 

【奥州：５店舗、一関：５店舗、中部：選定調査
（36施設）】 

・健康づくり出前講座の実施：17事業所（19回、
355人） 

【中部：２事業所26人、奥州：８事業所119人、
一関：７事業所212人】、受講者への生活習慣
改善に向けたアンケート実施【奥州：９月から
開始、６事業所82人に実施】 

 
・血管年齢計を活用した出前講座の実施：４事業
所 80人 
【奥州：３事業所 37人、一関：１事業所 43人】 

・参加継続型出前講座【奥州】:１事業所 18人 
（40日間の歩数測定と前後の血管年齢測定及び
アンケートで11月に評価、助言指導） 

・経営企画部と連携しアプリ活用の運動及び健
康経営認定事業所の情報チラシを工業系企業
等約600か所に配付（10月） 

 
 
 
 
・学校等の特定給食施設へ栄養管理状況等の立
入り指導を実施：36施設（学校８施設、児童福
祉施設28施設） 

・保育園・学校等への出前講座の実施【中部：１
校100人】※周知は中止し、希望があった場合
のみ対応を検討 

・保育園運動習慣定着事業【奥州：２施設】（歩
数計を貸出し、計測を８月に２回実施、遊びと
歩数を分析、11月に指導実施） 

 
 

・自殺対策推進の連絡会開催：実務者・担当者対
象の連絡会により各機関の取組を推進【中部１
回、奥州２回、一関１回】、ハイリスク者対応
連携に係る連絡会の開催【奥州：１回、一関１
回】 

・事業所出前講座でのゲートキーパー養成：345
人（17事業所） 

【中部 33人 ３事業所、奥州 119人 ８事業所、
一関 198人 ６事業所】 

・新型コロナ関連＆心の相談窓口チラシ作成、ス
ーパーや関係機関等への配架による情報発信
（９月、10月、11月、12月） 

・専門医による相談(月１回)、保健師による相
談･訪問(随時)、ひきこもり当事者・家族の専
門相談等により、精神疾患や障害等の早期発見
及び対応 

・事業所訪問による職場でのメンタルヘルスケ

アに係る情報提供（５事業所）※新型コロナ発

生の事業所３か所への訪問含む 

【指標の状況】 
・岩手県脳卒中予防県民会議の会員数（団体）〔累計〕達成 

 現状値 2019 2020 2021 2022 

目標  108 113 132 141 

実績 98 111 123 155 － 

現状値は2017年の値 
 
【評価及び今後の取組の方向性】 

①事業所への出前講座の実施や脳卒中予防県民大会は中止した

が、会員数の募集は継続していることから目標を達成した。新型

コロナウイルス感染拡大の影響により、実施時期の短縮等を行っ

たが、目標を達成することができた。 

②生活習慣病の発症や重症化を予防するための取組について、事

業所等と協働しながら、出前講座の効果的な実施や普及啓発に取

り組む必要がある。 
 
 
 
 
【指標の状況】 
・肥満傾向にある子供の割合（小学５年生）（％）未達成 

 現状値 2019 2020 2021 2022 

目標  11.92 11.38 10.84 10.29 
実績 13.00 13.49 14.53 15.54 － 

現状値は2017年の値 
 
・肥満傾向にある子供の割合（中学２年生）（％）未達成 

 現状値 2019 2020 2021 2022 

目標  10.90 10.72 10.54 10.34 

実績 11.26 11.85 13.05 11.84 － 

現状値は2017年の値 
 
【評価及び今後の取組の方向性】 

①新型コロナウイルス感染拡大の影響により、学校等への出前講

座の時期・方法を変更して実施したが、目標を達成することがで

きなかった。 

②新型コロナウイルス感染拡大の影響による学校一斉休校や外出

自粛のため、運動の機会の減少や食生活の変化が生じ、児童の肥

満の増加が課題である。特定給食施設への立入・指導について、

適正な栄養管理の実施に向けて指導の標準化と評価をしながら

取り組む必要がある。 

 
【指標の状況】 
・メンタルヘルス人材育成のための研修会等の参加者数（人）〔累計〕概ね達成 

 現状値 2019 2020 2021 2022 

目標  1,461 1,961 2,261 2,561 

実績 461 1,425 1,838 2,183 － 

現状値は2017年の値 
 
【評価及び今後の取組の方向性】 

①新型コロナウイルス感染拡大の影響により、関係者会議や人材

育成の研修は中止または縮小して実施したが、目標は概ね達成と

なった。 

②新型コロナウイルス感染拡大の影響による仕事や生活への影響

を踏まえ、相談窓口の普及啓発及び対応できる人材の育成に取り

組む必要がある。 

・スーパーマーケットと協働し、健康的な食生活
実践のための媒体（ポスターや一口メモ等）を
作成・掲示を行う「健康的な食生活の見える
化」の実施 

・血管年齢測定器の活用や健康アプリの紹介

など効果的かつ実践的な健康づくり出前講

座による「健康度見える化事業」の実施 

 

 

 

 

 

・特定給食施設への立入検査、個別指導の実施 
・児童・生徒を対象とした健康的な生活習慣のため
の出前講座や保育園を対象とした歩数計活用に
よる運動定着事業を実施 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・自殺対策推進のための連絡会の開催、及び人 
材育成として関係機関・団体や事業所等の職
員対象にした研修の開催 

・事業所を対象に心の健康づくりに係る出前

講座の開催及びゲートキーパー養成 

【中止事業】 

中部：職場での健康推進取組好事例の収集 
一関：健康経営に取り組む事業所の事例収集・HPでの紹介 
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令和３年度の取組状況・評価及び令和４年度の取組方針 

具体的 

推進方策 
令和３年度の取組内容(実施計画) 令和３年度の取組状況 

 

令和３年度の評価及び今後の取組の方向 令和４年度の取組方針 

②地域と連携し

たスポーツへ

の参加機運の

醸成       

(1) 市町と連携したスポーツを通じた健康づくり

情報発信によるスポーツへの参加機運の醸成 

○地域のスポーツ資源やアクティビティのHPや

観光情報SNSでの情報発信 

 

 

 

 

 

〇スポーツによる健康づくり情報を発信 

・サイクリングインフォメーションのリーフ

レット配布：50カ所、800枚 

・サイクリング・ウォーキングデジタルルート

マップサイトによる情報発信（23コース） 

・市町のスポーツアクティビティ情報を収集

し、ラジオやSNSで発信 

・スポーツ＆健康づくり情報のチラシ作成、保健

所出前授業、工業クラブ等を通じて配布（９月

末） 

・スポーツ等連携実行委員会で、スポーツ実施率

向上施策について市町と情報交換(8/25） 

 

【指標の状況】 
・スポーツ実施率（週１回以上のスポーツ実施率）（％）概ね達成 

 現状値 2019 2020 2021 2022 

目標 
 63.5 

(2018) 

64.0 

(2019) 

64.5 

(2020) 

65.0 

(2021) 

実績 62.0 59.1 61.0 63.8 
－ 
 

現状値は2017年の値 
 
【評価及び今後の取組の方向】 

①新型コロナウイルス感染拡大の影響により、イベントの中止が

相次いだが、健康への意識が高まったこともあり、目標は概ね

達成となった。 

②感染防止に配慮したスポーツ資源や健康づくり情報を市町及

び関係機関と連携して情報発信を行い、参加機運を醸成する必

要がある。 

 

・管内のスポーツイベントや健康づくり情報を

市町や関係団体と連携して情報発信 

・サイクリング・ウォーキングリーフレット等による

情報発信 
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令和３年度の取組状況・評価及び令和４年度の取組方針 

具体的 

推進方策 
令和３年度の取組内容(実施計画) 令和３年度の取組状況 

 

 

令和３年度の評価及び今後の取組の方向 令和４年度の取組方針 

③地域医療の確

保充実と医療

と介護等の連

携体制の推進 

(1) 一連のサービスが切れ目なく、過不足なく提

供される仕組みづくり 

 ○各圏域での地域医療連携会議の開催 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 大規模災害を想定した災害医療訓練の実施 

 ○災害医療訓練の実施 

 

 

 

(3) 新興感染症に対応するため、医療機関の受入

れ等の体制整備や実地訓練などを実施 

 ○感染症対策会議の開催 

○感染症実地訓練等の実施 

 

・地域医療連携会議 

〈奥州〉病院長会議（7/5） 

第１回会議（12/2） 

周産期医療市町担当者連絡会

（11/9・11/18・12/23・1/14） 

周産期医療圏連絡会議（2/17） 

〈中部〉第１回病院・市町部会会議（10月 書面） 

    第２回病院・市町部会会議（11月  書面） 

    第３回病院・市町部会会議（１月 web） 

〈奥州・中部〉未実施 

〈一関〉初動対応訓練実施（5/28） 

連絡会議(書面)開催（８月） 

災害医療訓練（10/19） 

 

・患者発生時対応及び検査・入院等の調整並び

に連携に係る会議（７回）、医療機関等との

随時打合せの実施 

〈中部〉入院調整等医療体制打合せを随時 

    感染症対策関係機関連絡会議:１回

(12/27) 

〈奥州〉感染症対策連絡会議：２回(4/26､

10/21) 

入院医療調整WEB会議：入院療養患者

有期間中：毎日17:00～ 

搬送関係打合せ：２回(4/30､8/2) 

〈一関〉感染症対策連絡会議：２回(7/1､12/14) 

地域医療関係者ﾌﾞﾘｰﾌｨﾝｸﾞ:２回(8/2､

11/29) 

入院医療調整WEB会議：平日9:30～ 

・患者搬送業務研修・PPE着脱訓練等実施:29回 

【中部：５回、奥州：15回、一関：９回】 

【指標の状況】 
・地域医療連携会議等の参加機関数（機関）   達成 

 現状値 2019 2020 2021 2022 

目標  102 102 99 99 

実績 93 103 103 99 － 

現状値は2017年の値 
 
【評価及び今後の取組の方向性】 

①一部の会議を書面開催し、新型コロナウイルス感染防止対策

に配慮した形で実施したことから、目標を達成することがで

きた。 

②新型コロナウイルス感染症拡大防止に配慮した形で地域医療

連携会議を開催していく必要がある。 

 なお、奥州地域においては、地域医療構想に基づく具体的対

応方針について、関係機関と再度検討していく必要がある。 
【指標の状況】 
・災害医療実地訓練等の実施回数（回）    未達成 

 現状値 2019 2020 2021 2022 

目標  3 3 3 3 

実績 3 3 2 1 － 

現状値は2017年の値 
 
【評価及び今後の取組の方向性】 

①新型コロナウイルス感染拡大の影響により、災害医療実地訓

練を中止したため、目標を達成することができなかった。 

②新型コロナウイルス感染症を含む感染症発生の動向に応じた

災害医療訓練等を継続する必要がある。 

 
【指標の状況】 
・感染症対策実地訓練など実施回数（回）    概ね達成 

 現状値 2019 2020 2021 2022 

目標  3 3 30 9 

実績 3 3 72 29 － 

現状値は2017年の値 
 
【評価及び今後の取組の方向性】 
①新型コロナウイルス感染症拡大防止のために、医療、消防、
介護等職員を対象に防護衣着脱訓練等を実施したことによ
り、目標は概ね達成となった。 

②医療や社会福祉施設における新型コロナウイルス感染症のク
ラスター発生の対応・対策のため、感染対策確認及び実地訓
練に継続して取り組む必要がある。 

 

・地域医療連携会議 

<奥州>２回程度会議開催予定 

<花巻>２回程度会議開催予定 

<一関>２回程度開催予定 

・周産期医療圏連絡会議（年度後半予定） 

 

  

 

 

 

 

 

・災害医療訓練 

<共通>年１回開催予定 

 

 

 

・新型コロナウイルス感染症を含む感染症発生

の動向に応じた医療体制や関係者の連携に係

る連絡会議の開催(随時) 

・医療、消防、介護等職員を対象に感染症実施訓

練等の実施(随時) 

・新型コロナウイルス感染症診療・検査医療機関

の指定に係る現地確認・指導の実施（随時） 
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令和３年度の取組状況・評価及び令和４年度の取組方針 

具体的 

推進方策 
令和３年度の取組内容(実施計画) 令和３年度の取組状況 

 

令和３年度の評価及び今後の取組の方向 令和４年度の取組方針 

④地域包括ケア

システムの構

築 

(1) 地域包括ケアシステムの構築や、情報通信技

術（ICT）の活用による医療機関や介護事業所と

の情報共有及び相互連携に向けた取組の支援 

○市町が主催する在宅医療介護連携会議等への

出席 

・花巻市、北上市、奥州市、一関市、 

金ケ崎町、平泉町 

○管内地域包括ケア担当者連絡調整会議の開催

（１月） 

・在宅医療介護連携会議等への出席状況 

〈一関〉平泉町（５月書面）、一関市（６

月書面） 

〈中部〉北上市（7/8欠席、12/21出席）、

花巻市（7/28欠席、3/24出席） 

〈奥州〉奥州市（9/27出席） 

    金ヶ崎町（1/26出席） 

※ 欠席会議の資料は収集済 

 

・新型コロナウイルス感染拡大の影響により

中止 

【指標の状況】 
・居宅サービス・地域密着型サービスの利用割合 （％）概ね達成 

 現状値 2019 2020 2021 2022 

目標  65.2 65.8 66.4 67.0 

実績 64.4 64.8 64.4 64.7 － 

現状値は2017年の値 
 
【評価及び今後の取組の方向性】 

①新型コロナウイルス感染拡大の影響により、書面開催となっ

た協議会等もあったが、目標は概ね達成となった。 

②地域包括ケアシステムの構築に向けて、各市町の状況に合わ

せた支援と連携の取組みを進めていく必要がある。 

 

・各市町の介護保険運営協議会、在宅医療介護

連携推進協議会等へ参画し、必要な助言指

導を実施 

・管内地域包括ケア担当者連絡会の開催 
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令和３年度の取組状況・評価及び令和４年度の取組方針 

具体的 

推進方策 
令和３年度の取組内容(実施計画) 令和３年度の取組状況  令和３年度の評価及び今後の取組の方向 令和４年度の取組方針 

⑤障がい者の自 

立活動の支援 

(1) 障がい者への理解促進 

○障がい者が中尊寺・月見坂を車いすで登る体 

験会の実施 

○障がい者理解出前授業の実施 

(2) 市町の自立支援協議会等の取組支援 

○各市町の自立支援協議会等への出席 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 障がい者の経済的自立(工賃向上)への支援 

 ○共同販売会・販路拡大等の取組支援 

  ・庁舎内での事業所販売会の開催支援 

   ・ハート購入の促進 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○農福連携の推進（奥州） 

・マッチング支援 

・農作業見学会、農作業実証の開催 

・マッチング成立後の活動状況検証 

・事業者、農業者向け研修会の開催 

・取組報告会の開催 

・農福連携関係者会議の開催 

・実務担当者打合せ会出席 

・平泉町社会福祉協議会主催で開催決定 

→新型コロナ感染拡大防止のため中止 

・出前授業（一関）：7～10月 小学校８校 

 

・各市町の自立支援協議会への出席による協

議・助言 

 

奥州市：親会(１回)、その他４部会等(20回) 

・共同生活援助事業所世話人等研修会

11/24 

・精神・発達障がい者しごとサポート養成

講座8/5 

・就労継続支援事業所から一般就労への流

れについての研修会11/10 

・地域生活支援拠点等整備に関する研修会

2/2 

金ケ崎町：親会（１回） 

花巻市：親会（１回）、就労部会（２回） 

北上市：親会(１回)、就労部会WG（７回） 

西和賀町：親会（１回） 

遠野市：親会（２回）、専門部合同研修会 

一関地区：運営委員会(３回)、その他３部

会(４回、WG４回) 

※一関地区（一関市、平泉町合同開催） 

・北上「ハートフルショップまごころ」販売

連絡会毎月開催（花巻） 

・「ハートフルショップまごころ」の北上市

民福祉大会への出店支援（花巻） 

・合庁内での事業所によるパン類等販売会支

援。庁内放送による職員へのお知らせ 

 パン類等販売会（奥州）９回（１事業所） 

        （花巻）９回（１事業所） 

        （一関）65回（３事業所） 

・注文販売３回（１事業所）  

・Ｒ２の工賃実績、ハート購入取扱品目調査

及び農福連携調査の実施（７月） 

・ハート購入取扱品目調査結果一覧表周知 

・各所属でのハート購入の取組 

 購入件数 ５件（奥州２件、花巻３件） 

・工賃引上げ支援セミナー出席2/17 

・３月末現在：新規契約６件 

継続契約８事業所15件(北上

1事業所含む) 

・農作業見学会・体験会３回（個別開催） 

・農作業初回等確認４回 

・農作業検証会３回 

・事業所訪問２回 

・契約の立合１回 

・第１回農福連携等関係者会議開催12/16 

・実務担当者打合せ会（８回） 

・（花巻）農福連携先進事例研修会11/24 

・（一関）一関清明支援学校農福連携説明会

参加（11/8） 

 【指標の状況】 
・障がい者就労継続支援事業所（Ｂ型）の工賃（円/月）概ね達成 

 現状値 2019 2020 2021 2022 

目標  20,495 20,889 21,284 21,677 

実績 19,707 19,845 19,928 20,008 － 

現状値は2017年の値 
 
【評価及び今後の取組の方向性】 

①新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、事業内容や開催

方法の変更、開催中止となる取組があったものの、目標は概ね

達成となった。 

②障がい者の自立活動の支援に向けて、引き続き障がい者への

理解を促進するとともに、市町の自立支援協議会等の取組へ

の支援や、障がい者の経済的自立への支援を進めていく必要

がある。 

 

・障がい者理解出前授業の実施（一関） 

 

 

 

 

・各市町の自立支援協議会への参画など、各市町

の状況に応じた助言 

・第６期障がい福祉計画（令和３年度～令和５年

度）において各市町の状況に応じた助言 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・合庁内での事業所による販売会の支援 

・ハート購入の促進について会議等でのＰＲ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・マッチング支援 

・農作業見学会体験会、農作業実証の開催 

・契約の立会 

・事業者、農業者向け研修会の開催 

・取組報告会の開催 

・農福連携関係者会議の開催 

・農政部等との打合せ（毎月） 
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令和３年度の取組状況・評価及び令和４年度の取組方針 

具体的 

推進方策 
令和３年度の取組内容(実施計画) 令和３年度の取組状況 

 

 

 

 

令和３年度の評価及び今後の取組の方向 令和４年度の取組方針 

⑥「ⅰ-サポ奥

州」の利用促

進などを通じ

た結婚支援対

策の推進 

(1) 「i－サポ」の利用促進に向けた周知 
○ポスター、リーフレットによる周知 

 
 
 
 
 
(2) 市町や関係団体との連絡会議等の開催 
 ○県南広域圏結婚支援関係団体等連絡会議の開催 
 

 

(3) 「いわて結婚応援の店」の協賛店の拡充 

○リーフレット等の配付等による周知 

・研修会等でのポスター、リーフレット等による
周知（随時） 
食品衛生講習会におけるリーフレット等の配布
及びＰＲ（７～12月）：本局184件、花巻211件 

・県民ホール等へパンフレット配架 
・本庁にパンフレット送付依頼 
 
・県南広域圏結婚支援関係団体等連絡会議 中止 
 
 
 
・食品衛生講習会におけるリーフレット等の配布
及びＰＲ 
制度周知 本局263件、花巻211件、一関85

件 

【指標の状況】 
・i-サポ入会登録者数（人）〔累計〕     概ね達成 

 現状値 2019 2020 2021 2022 

目標  728 878 1028 1178 

実績 428 671 755 885 － 

現状値は2017年の値        
 
【評価及び今後の取組の方向性】 

①リーフレットの配架等による制度周知により、目標は概ね達

成となった。 

②制度周知による「i-サポ」の利用促進及び「いわて結婚応援

の店」の協賛店の拡充の取組をより一層推進していく必要が

ある。 

 

・研修会等でのポスター、リーフレット等による周知

（随時） 

・食品衛生講習会におけるリーフレット等の配

付及びＰＲ（毎月） 

・企業訪問や会議、講演会の場を活用した情報提 

供の実施 

⑦子育てしやす

い環境の整備 

(1) 市町・保育事業者への助言・支援 

○市町児童福祉（子育て支援）担当者連絡会議の開催 

○各市町が主催する会議への出席 

 

 

 

(2) 「いわて子育てにやさしい企業等」認証制度の普及

拡大及び「いわて子育て応援の店」の協賛店の拡充 

 ○企業訪問による認証勧奨、制度周知 

 ○リーフレット等の配付等による周知 

 

 

 

 

・市町児童福祉担当者連絡会議 中止 

・市町及び保育事業者への個別助言 

・奥州市：子ども・子育て会議(8/24、11/15、2/15)  

・奥州市子どもの権利推進委員会（10/4） 

 

 

・企業訪問：10件（本局5件、花巻4件、一関1

件） 

・制度周知：674件（本局184件、花巻167件、 

一関323件） 
・食品衛生講習会におけるリーフレット等の配 
布及びＰＲ(毎月) 
配布周知：793 件（本局 263 件、花巻 207

件、一関 323件） 
・更新時期の企業への案内通知（17件） 
 

【指標の状況】 
・「いわて子育て応援の店」延べ協賛店舗数（件）〔累計〕達成 

 現状値 2019 2020 2021 2022 

目標  743 763 783 803 

実績 703 748 781 808 － 

現状値は2017年の値 
 
【評価及び今後の取組の方向性】 

①企業訪問やリーフレットの配架等による制度周知を行い、目

標を達成することができた。 

②今後も企業訪問等による「いわて子育てにやさしい企業等」

認証制度の普及拡大及び「いわて子育て応援の店」の協賛店の

拡充の取組を進めていく必要がある。 

・企業訪問（若者女性協働推進室と同行）（毎月） 

・食品衛生講習会におけるリーフレット等の配

付及びＰＲ（毎月） 

・研修会等での制度周知活動実施 

・更新時期の企業への案内通知 
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圏域の振興施策の

基本方向 
Ⅰ 多様な交流が生まれ、一人ひとりが生涯を通じて健やかにいきいきと暮らせる地域 

重点施策 ２ 快適で安全・安心な生活環境をつくります 

〔基本方向〕 

（環境保全等） 

事業者における地球温暖化防止の取組支援や、官民連携による省エネや節電等のライフスタイルの意識啓発に取り組みます。 

廃棄物の発生抑制、再使用、再生利用のいわゆる３Ｒを促進するとともに、産業廃棄物の適正処理指導と不法投棄対策の取組を進めます。 

豊かな自然環境を次世代に引き継ぐため、行政、ＮＰＯ、事業者、住民等の協働連携による生物多様性の保全や環境保全の取組を推進し

ます。 

住民の健康と自然環境保全の基本である水環境の保全に取り組みます。 

捕獲の担い手の育成や確保に努め、有害捕獲を一層強化し、野生鳥獣による自然生態系や農林業及び人身への被害防止対策を推進します。 

人と動物が共生する社会の実現に向けて動物愛護思想の普及に努め、動物の生命尊重の機運醸成の取組を推進します。 

食品を介した健康被害の発生の予防に努め、食の安全と安心の取組を推進します。（社会資本整備等） 

災害に強く信頼性の高い道路ネットワークを構築するため、緊急輸送道路の防災機能の強化と計画的な維持管理を推進します。 

激甚化、頻発化する洪水や土砂災害から生命や財産を守るため、人口や資産が集積している区間や近年の被害実績のある区間のハード対

策を重点的に推進します。また、施設では守りきれない洪水や火山噴火等に対し、警戒・避難体制等のソフト施策の充実強化を推進します。 

冬期間の安全で円滑な通行を確保するため、除雪を考慮した道路整備や、通学中の児童や高齢者の安全を確保するため、歩道の整備を推

進します。 

人口減少等の影響を考慮しながら、地域の実情に合った汚水処理施設の整備を推進します。 

 

重点指標  現状値 2019 2020 2021 2022 重点指標の動きに対するコメント 

①公共用水域の環境基

準ＢＯＤ（生物化学

的酸素要求量）達成

率（％） 

目標  100.0 100.0 100.0 100.0 
達成 

2021年の実績値は100.0％となっています。 

引き続き、工場等への立入指導や排水の検査を実施し、

事業場排水の適正化を図ること等により、優れた自然環

境等の保全に向けた取組を推進します。 
実績 100.0 100.0 100.0 100.0 ― 

②産業廃棄物適正処理率

（％） 

目標  100.0 100.0 100.0 100.0 
概ね達成 

2021年の実績値は99.7％となっています。 

引き続き、産業廃棄物適正処理指導員による事業者への

適正処理指導や、警察等関係機関と連携した合同パトロ

ールや情報共有などにより、適正処理の推進に取り組み

ます。 

実績 99.5 99.6 99.3 99.7 ― 

③二ホンジカの捕獲数

（累計）（頭） 

目標  10,582 13,582 16,582 19,582 
達成 

2021年の実績値は、30,551頭となっています。 

引き続き、市町等関係機関と連携し、ニホンジカなどの

有害鳥獣の駆除等の広域的な取組やツキノワグマの人里

への出没原因の検証等に基づく駆除対策の実施等によ

り、野生鳥獣等の適正な保護管理に取り組みます。 

実績 4,582 13,158 20,731 30,551 ― 

④食中毒患者数（人口 10

万人当たり）（人） 

目標  14.9 14.2 13.6 13.0 
達成 

2021年の実績値は0.9人となっています。 

引き続き、関係機関との協働による衛生指導や普及啓発、

食品事業者に対するＨＡＣＣＰの考え方に基づく衛生管

理の普及等により、食の安全と安心の取組を推進します。 
実績 16.3 1.5 2.5 0.9 ― 

⑤緊急輸送道路の整備延

長（累計）（ｍ） 

目標  2,000 9,470 14,880 15,400 達成 

2021年の実績値は14,880mとなっています。 

計画通りに事業を実施することができました。 実績 ― 4,220 13,250 14,880 ― 

⑥河川整備延長（累計）

（ｍ） 

目標  2,000 4,000 5,800 6,200 達成 

2021年の実績値は6,960mとなっています。 

計画通りに事業を実施することができました。 実績 ― 4,390 6,460 6,960 ― 

〔基本方向の実現に向けた取組〕 

 ① 地球温暖化防止に向けた取組の支援 

 ② 循環型地域社会の構築に向けた廃棄物対策の推進   

 ③ 優れた自然環境等の保全・保護活動の推進 

 ④ 野生鳥獣等の適正な保護管理 

 ⑤ 人と動物が共生する社会の実現に向けた取組 

 ⑥ 食の安全と安心の取組の推進 

 ⑦ 災害に強い道路ネットワークの構築 

 ⑧ ハード・ソフトを組み合わせた防災・減災対策及び危機管理対策 

 ⑨ 安全な通行、歩行者の安全確保のための道路整備の推進  

 ⑩ 衛生的で快適な生活環境の確保  
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令和３年度の取組状況・評価及び令和４年度の取組方針 

具体的 

推進方策 
令和３年度の取組内容(実施計画) 令和３年度の取組状況 

 

令和３年度の評価及び今後の取組の方向 令和４年度の取組方針 

①地球温暖化防止

に向けた取組の

支援 

(1) 多量排出事業者の地球温暖化防止取組の支
援 

○令和２年度地球温暖化対策実施状況報告・令
和３年度対策計画の提出 

○エコスタッフ養成セミナーの開催 
○いわて地球環境にやさしい事業所の認定 
 
 
 
 

(2) 県民や事業者、行政が連携した地域ぐるみ 
の省エネ活動等の推進 
○エコドライブ講習の実施 

・地球温暖化対策計画（事業所） 
 R2実施状況報告 72/72(100％) 
 R3対策計画 47/37(127％) 
・エコスタッフ養成セミナー 
7/30実施 受講者38名（認定書交付） 

・いわて地球環境にやさしい事業所の認定 
 4/30認定：新規２事業所、更新３事業所 
 7/30認定：更新５事業所 
 10/29認定：新規４事業所、更新14事業所 
 1/31認定：新規１事業所、更新17事業所 
・エコドライブ講習 
エコスタッフ養成セミナー（7/30）と併催実施 

【指標の状況】 
・エコスタッフ養成者数（人）〔累計〕   概ね達成 

 現状値 2019 2020 2021 2022 

目標  407 447 487 527 

実績 329 403 425 463 － 

現状値は2017年の値 
 
【評価及び今後の取組の方向】 

①セミナー周知先企業が新型コロナウイルス感染症への予防対

策に重点を置いたため、目標は概ね達成となった。 

②次年度の開催に当たっては、より多数の企業の参加に向け、本 

庁主管課及び主催団体（資源循環協会）と連携を図っていく必

要がある。 

 

・エコスタッフ養成セミナーの開催やいわて地球環

境にやさしい事業所の認定に取り組み、多量排出

事業者の地球温暖化防止の取組を支援 

 

 

 

 

・エコドライブ講習の実施等により、県民や事業者、

行政が連携した地域ぐるみの省エネ活動等を推

進 

②循環型地域社会

の構築に向けた

廃棄物対策の推

進 

(1) 廃棄物の３Ｒを基調とするライフスタイル
の定着及び環境に配慮した事業活動促進 

○産業廃棄物排出事業者等説明会の開催（10月
以降） 

○クリーンいわて行動の日の実施（５月） 
 
 
 

(2) 不法投棄対策の推進 
○廃棄物合同パトロールの実施 
○産業廃棄物適正処理指導員による事業者へ
の適正処理指導 

・クリーンいわて行動の日 
一関：5/28、6/9清掃活動の実施 
（奥州、花巻は感染防止のため中止） 

・産業廃棄物排出事業者等説明会 
11月15日～19日にウェブセミナー形式で実施 
参加者：103事業者 

 
 
・廃棄物合同パトロール 
・建設リサイクルパトロールを実施 ５回 
（土木部と連携し、奥州、花巻、一関で実施） 

・廃棄物合同パトロールは中止 
・事業者への適正処理指導の実施 
 6,247件（うち報告徴収 20件） 
 

【指標の状況】 
・廃棄物排出事業者等説明会への参加企業数（社）〔累計〕概ね達成 

 現状値 2019 2020 2021 2022 

目標  2,008 2,738 2,463 2,870 

実績 836 1,769 2,056 2,159 － 

現状値は2017年の値 
 
【評価及び今後の取組の方向】 

①一部の対象企業がウェブセミナー形式での実施に対応できな

かったことも一因となり、目標は概ね達成となった。 

②次年度の開催に当たっては、より多数の企業の参加に向け、本

庁主管課及び主催団体（資源循環協会）と連携を図っていく必

要がある。 

 

・クリーンいわて行動の日の実施や産業廃棄物排出

事業者等説明会の開催等により、廃棄物の３Ｒを

基調とするライフスタイルの定着や環境に配慮

した事業活動を促進 

 

 

 

 

・廃棄物合同パトロールの実施や産業廃棄物適正処

理指導員による事業者への適正処理指導の実施

等により、不法投棄対策を推進 

 

③優れた自然環境

等の保全・保護活

動の推進 

(1) 多様な主体が連携した地域全体での環境保 
全活動の活性化の促進 
○水生生物調査等の支援（夏期） 
○早池峰地域等の環境保全対策の推進 

 ○河川等の環境保全に向けた取組の推進（流
域協議会の開催） 

 
 
(2) 工場等への立入指導等による事業場排水の 
適正化の推進 
○採水検査及び立入指導の実施 
○公共用水域及び地下水の水質測定の実施 

・水生生物調査の機材貸出し ６件 
・早池峰環境保全 
・キャンペーン及び登山道パトロールは中止 
・移入種駆除実施（6/16）、仮設トイレ設置（6/3）  
・流域協議会 
各団体の活動計画把握（奥州・一関、～５月） 
連絡会議書面開催（花巻、４月） 

 
・採水検査及び立入指導 19回（計画値 31回） 
・水質測定 
・公共用水域測定301回（計画値300回） 
・地下水測定 58回（計画値 60回） 

【指標の状況】 
・排水基準適用の事業場（製造業）における排水基準適合率（％）達成 

 現状値 2019 2020 2021 2022 

目標  100 100 100 100 

実績 100 100 100 100 － 

現状値は2017年の値 
 
【評価及び今後の取組の方向】 

①一時排水基準不適合となった事業所があったが、適切な改善指

導の結果、目標を達成することができた。 

②引き続き、水生生物調査等の支援や早池峰地域等の環境保全対

策の推進に取組む必要がある。 
 

・引き続き、水生生物調査等の支援や早池峰地域等

の環境保全対策の推進に取り組むほか、河川等の

環境保全に向け流域協議会を開催する等、多様な

主体が連携した地域全体での環境保全活動の活

性化に向けた取組を実施 

 

 

 

・工場等への採水検査及び立入指導を実施し事業場

排水の適正化を推進するとともに、公共用水域及

び地下水の水質測定を実施 
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令和３年度の取組状況・評価及び令和４年度の取組方針 

具体的 

推進方策 
令和３年度の取組内容(実施計画) 令和３年度の取組状況 

 

 

 

令和３年度の評価及び今後の取組の方向 令和４年度の取組方針 

④野生鳥獣等の適

正な保護管理 

(1) 関係機関との情報交換会の開催等 

○ツキノワグマ管理協議会の開催 

○県南地域野生鳥獣被害防止対策連絡会への出

席 

 

(2) 新規狩猟免許所得希望者の拡充 

○普及啓発用チラシによる普及啓発 

○新規免許取得希望者向けセミナーの開催 

 

 

(3) モデル地域におけるツキノワグマ防除対

策 

の推進 

○北上市のモデル地域における防除対策実

施の効果等検証 

○モデル地域住民へのクマ防除対策への啓 

 発 

・ツキノワグマ管理協議会の開催 

本局：９月書面開催、花巻（３月）・一関（１月）：書面開催 

・県南地域野生鳥獣被害防止対策連絡会(10/21) 

 

 

・各部及び各市町主催会議等での普及啓発 

奥州市鳥獣被害対策協議会、金ケ崎町鳥獣被害

対策協議会、シイタケ会議等でチラシ配布等に

より周知実施 

 

・狩猟の担い手確保研修会（自然保護課） 

 →中止 

・狩猟免許試験（新規） 

7/11、9/12、12/12実施 

→新規狩猟免許取得者 166名 

 （うち第１種銃猟免許取得者 53名） 

・モデル地域におけるツキノワグマ防除対策 

・ツキノワグマ出没状況調査の実施 

（6/22センサーカメラ設置→調査終了） 

・地域のクマ出没情報収集（8月～12月） 

 

【指標の状況】 
・新規狩猟免許取得件数（件）〔累計〕          達成 

 現状値 2019 2020 2021 2022 

目標  316 416 660 796 

実績 116 352 524 690 － 

現状値は2017年の値 
 
【評価及び今後の取組の方向】 

① 新規免許取得希望者向けセミナーは新型コロナウイルス感染

拡大の影響により開催を中止したが、新規狩猟免許取得希望

者の拡充に向けた普及啓発用チラシの作成・配布等の取組に

より、目標を達成することができた。 

②関係機関との連携と狩猟免許の取得を推進し、野生鳥獣等の保

護管理に継続して取り組む必要がある。 

・引き続き、ツキノワグマ管理協議会の開催等によ

り関係機関との情報共有等を実施 

 

 

 

・農政部、林務部と連携し、野生鳥獣被害防止に向

けたチラシの作成やセミナー開催等を実施 

 

 

 

・地域住民参加によるクマ被害防止のためのモニ

タリング調査やワークショップの開催等により、

住民参加型のクマ被害防止対策を実施 

 

⑤人と動物が共生

する社会の実現

に向けた取組 

(1) 猫の譲渡の推進 

 ○猫の譲渡会の開催 

 ○猫の譲渡希望者の募集・登録 

 

 

 

(2) 動物愛護思想の普及啓発 

 ○犬、猫の飼い主への指導 

 ○動物取扱業者や特定動物飼養者への指導 

 

 

・ねこ譲渡会開催（花巻 17回、一関 ４回） 

・譲渡希望者の募集等 

ＨＰ掲載やコミュニティーＦＭの活用による譲

渡希望者募集や啓発を実施 

（奥州：５月～９月、番組14回、CM59回） 

 

・動物愛護思想の普及啓発 

・ＦＭラジオによる「犬や猫の適正飼養」に関す

る啓発ＣＭの実施（奥州：59回、一関24回） 

・ＦＭラジオによる「適正飼養」に関するコーナ

ー放送（本局：14回） 

・動物取扱業者への指導 

 150回（121施設）実施 

【指標の状況】 
・猫の譲渡会の開催回数（回）〔累計〕    概ね達成 

 現状値 2019 2020 2021 2022 

目標  20 30 98 126 

実績 － 49 70 96 － 

 
【評価及び今後の取組の方向】 

①ＨＰ掲載やコミュニティーＦＭの活用による譲渡希望者募集

や猫の適正飼養に関する啓発を実施し、目標は概ね達成となっ

た。 

②猫の譲渡会の開催及び動物愛護思想の普及啓発に継続して取

り組む必要がある。 

 

・県南広域局本局及び花巻、一関各センターが連携

し、新型コロナウイルス感染拡大防止に配慮した

猫の譲渡会を開催するほか、ＨＰやＳＮＳ、コミ

ュニティーＦＭの活用等による猫の譲渡希望者

募集やミルクボランティアの普及啓発に取り組

み、保護猫の譲渡を推進 

・シンポジウム「県南ねこ会議」の開催や動物いの

ちの授業を開催する等、適正飼養の推進及び動物

愛護思想の普及啓発を推進 

 

・動物愛護管理法の改正施行（６月）を踏まえ、不

適正な動物取扱業者に対し定期的な立入を実施

する等、指導強化を実施 

 

⑥食の安全と安心

の取組の推進 

(1) 関係機関との協働による営業者への指導

及 

びＨＡＣＣＰに基づく衛生管理の普及 

○食品営業施設への立入監視及びHACCP衛生

管理計画策定状況の確認 

○収去検査の実施 

○食中毒予防に向けた事業者指導の実施 

・食品事業者への立入検査及びＨＡＣＣＰ衛生管

理計画策定状況の確認 4,865件 

・収去検査 119件 

・衛生管理計画作成ワークショップの開催及び衛 

生管理宣言ステッカーの交付 40回 

【指標の状況】 
・ＨＡＣＣＰ衛生管理計画を策定している食品営業施設の割合（％） 

    概ね達成 
 現状値 2019 2020 2021 2022 

目標  10 40 70 100 

実績 － 9 39 57 － 

 
【評価及び今後の取組の方向】 

①食品衛生協会等と連携して食品事業者への立入検査やＨＡＣ

ＣＰ衛生管理計画策定ワークショップの開催等に取り組み、目

標は概ね達成となった。 

②食品取扱施設の立入検査等による食中毒の予防、ＨＡＣＣＰに

沿った衛生管理の制度化の徹底に継続して取り組む必要があ

る。 

 

・ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理の制度化について

一層の普及啓発を図るため、引き続き立入検査に

よる指導を実施するほか、県事業によるワークシ

ョップの開催、責任者講習等の実施及び実務者講

習の際の演習を実施 
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令和３年度の取組状況・評価及び令和４年度の取組方針 

具体的 

推進方策 
令和３年度の取組内容(実施計画) 令和３年度の取組状況  令和３年度の評価及び今後の取組の方向 令和４年度の取組方針 

 

⑦災害に強い道

路ネットワー

クの構築 

 

(1) 橋梁の耐震補強や法面防災点検等の結果

を踏まえた対策など、緊急輸送道路の防災機

能強化の推進 

・国道397号 小谷木橋（奥州市） 

・花巻停車場花巻温泉郷線 落合橋（花巻市） 

において事業を実施 

 

・国道397号 小谷木橋が5/31に開通 

・落合橋の耐震化工事完了（R3.12） 

 【指標の状況】 
・緊急輸送道路等における耐震化完了橋梁数（橋）〔累計〕 

達成 
 現状値 2019 2020 2021 2022 

目標  2 5 6 7 

実績 － 3 5 7 － 

 
【評価及び今後の取組の方向】 

①計画通りに事業を実施し、目標を達成することができた。 

令和３年度完了：国道397号小谷木橋、 

花巻停車場花巻温泉郷線 落合橋 

②引続き緊急輸送路の橋梁の耐震化を推進する必要がある。 

・緊急輸送路の橋梁の耐震化を推進 

  

⑧ハード・ソフト

を組み合わせ

た防災・減災対

策及び危機管

理対策 

(1) 水位周知河川の指定を推進 

○遠野市小烏瀬川の指定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・新たに下記河川を指定（小烏瀬川（遠野市）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

【指標の状況】 

・県管理河川における水位周知河川の指定河川数（河川）〔累計〕                   

達成 

 現状値 2019 2020 2021 2022 

目標  13 14 14 14 

実績 7 13 13 14 － 

現状値は2017年の値 

 

【評価及び今後の取組の方向】 

①小烏瀬川改良復旧事業の進捗状況に合わせて指定時期を見直

したことにより、今年度指定はなかったが、目標を達成するこ

とができた。 

②予定時期の指定に向けて関係者との調整等を行う必要がある。 

・水位周知の適正な運用 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 洪水浸水想定区域の指定を推進 

○令和４年度における花巻市稗貫川の指定

に向けた関係者との調整・準備 

 

 

 

・近年、全国各地で激甚化、多発化する豪雨災害に

かんがみ、関係者との調整の結果、指定年度を令

和３年度に見直し 

胆沢川を6/29に追加指定 

稗貫川を2/4に指定 

・新たに下記河川を3/22に追加指定 

 小烏瀬川(遠野市) 

 人首川(奥州市) 

 千厩川(一関市) 

 大川(一関市) 

 

 

・県管理河川における想定最大規模の降雨に対応した洪水浸水想 

定区域の指定河川数（河川）〔累計〕    達成 

 現状値 2019 2020 2021 2022 

目標  7 7 7 8 

実績 1 7 7 13 － 

現状値は2017年の値 

 

【評価及び今後の取組の方向】 

①関係機関と調整により、目標を達成することができた。 

②今後の指定河川増に向けて、引き続き関係者との調整を行う必 

要がある。 

・今後の指定河川増に向けて、引き続き浸水想定区

域図の作成や関係者との調整の実施 

(3) 土砂災害警戒区域の指定を推進 

○管内８市町のうち６市町は指定完了、残る

奥州市、一関市について今年度内の指定完

了を目標 

 

・指定に向けて６月から９月にかけて住民説明会

を実施済 

＊一関市 55箇所指定済 

＊奥州市 229箇所指定済 計284箇所指定済 

・年度末の指定状況 

 

 ・土砂災害警戒区域等指定箇所数（箇所）〔累計〕達成 

 現状値 2019 2020 2021 2022 

目標  2,270 2,480 2,700 2,900 

実績 1,840 2,700 3,367 3,651 － 

現状値は2017年の値 

 

【評価及び今後の取組の方向】 

①適切な進捗管理により、計画以上に指定することができ目標を 

達成することができた。 

 令和３年完了市町：奥州市、一関市(全６市町完了) 

②今後は、土砂災害警戒区域に指定された箇所の変状状況を把握

していく必要がある。 

 

・今後は、土砂災害警戒区域に指定された箇所の変

状の状況の把握 

 

 

【参考：一般国道107号大石地区斜面変状】 

・Ｒ3.5.1地震後の点検にて変状を確認。同日通行止め

とした。 

・国の専門家等の助言を得ながら、ボーリング調査等

を実施。地すべりの範囲を特定。 

・現在、崩落抑制のための押さえ盛土工事を実施中。 

・仮橋（鋼管杭）製作工事を契約。 
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令和３年度の取組状況・評価及び令和４年度の取組方針 

具体的 

推進方策 
令和３年度の取組内容(実施計画) 令和３年度の取組状況 

 

令和３年度の評価及び今後の取組の方向 令和４年度の取組方針 

 

⑧ハード・ソ

フトを組み

合わせた防

災・減災対

策及び危機

管理対策 

(4) 自然災害や鳥インフルエンザ等の発生

に備え、関係機関等と連携した取組を推進

する。 

○県本部等主催訓練等の実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(5) 火山防災対策に係る関係機関との情報

共有や、連携強化を推進する。 

○関係機関等と現地調査等の実施 

 

〇自然災害 

・非常連絡態勢確認訓練の実施（4/26、9/4） 

・令和３年度岩手県総合防災訓練（会場：北上市・西和

賀町）に向けた、関係機関等による打合せへの参加

（4/9、21、5/19、6/3、22、7/16、8/2、19） 

・令和３年度岩手県総合防災訓練参加(9/4) 

・総合防災訓練検証会（10/22） 

・気象警報発令時の災害対策・警戒本部地方支部設置 

（～3/31まで( )内は災害対策本部の設置日数） 

奥州22日(大雨洪水 9、暴風･暴風雪6、地震5(1)、台風2) 

花巻29日(大雨洪水14、暴風･暴風雪7、地震6(1)、台風2) 

一関21日(大雨洪水 6、暴風･暴風雪7、地震6(2)、台風2) 

計 延72日(4)（前年同期：54日(1)） 

 

〇鳥インフルエンザ等 

・宮城県北部に所在する東部地方振興事務所登米地域事務所

等と担当者連絡先の確認 

・基礎研修実施（11/2～25 音声等配信） 

・鳥インフルエンザ等研修会実施（12/10） 

・青森県三戸町における鳥インフルエンザ発生事案に係 

る消毒作業支援班員の動員等に対応（12/11～12/29終 

了） 

・宮城県における豚熱発生関連事案は、農林水産部出先 

チームを含め、県南局に在籍する職員チームによる消 

毒作業支援班員の動員はなかった。（12/24～）（防疫 

作業は12/26終了） 

・久慈市で鳥インフルエンザ発生。県南局チーム（農林 

水産部出先チームを含む）の防疫作業支援班員は、殺 

処分、埋却処分、消毒ポイントの消毒作業に参加（2/11 

～3/8県対策本部廃止） 

・地方支部マニュアルの見直しを検討 

 

 

 

 

 

・栗駒山現地調査（5/25、10/19実施） 

 （一関総務センター参加） 

・栗駒山火山防災協議会第２回火山ガス対策専門部会

（11/22・Web傍聴） 

・栗駒山火山防災協議会（12/24・書面協議） 

 （一関総務センター対応） 

・一関市防災会議（12/21・書面協議） 

 （一関総務センター対応） 

・栗駒山火山防災協議会幹事会（2/16・Web会議） 

 （欠席） 

【評価及び今後の取組の方向】 

①岩手県総合防災訓練においては、防災課ほか市町関係機関との

連携を図り、計画どおり実施（訓練参加）することができた。 

 また、気象警報発令・地震発生時には、岩手県災害対策本部奥

州地方支部運営要領に基づき地方支部を設置し、的確な情報収

集に努めた。 

②令和４年度においても、地方支部における情報収集対応や連絡

態勢の確保に引き続き取り組む必要がある。 

  

 

 

 

 

 

【評価及び今後の取組の方向】 

①３地方支部合同の実施訓練等のうち、現地拠点施設設置・運営

訓練（実動訓練）を中止した以外は、概ね計画どおりに実施し

た。 

②なお、今後も鳥インフルエンザ等の発生に備え、発生時におけ

る迅速・円滑な対応を実現するため、引き続き関係機関（市町、

業界団体、近隣県等）との連携強化を図っていく必要がある。 

 また、今年度、豚熱疑い事例の発生で明らかとなった課題等を

踏まえ、マニュアルの見直しを行う予定であったが、具体的な

改訂までには至らなかった。今後は、各班で共有すべき内容を

まとめた共通マニュアルを作成し、それを踏まえて総務・調整

班マニュアルの見直しを進めることとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【評価及び今後の取組の方向】 

①新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から、各種会議が書面

協議又はWeb形式に変更となったが、概ね計画どおりに実施し

た。 

②火山防災対策に係る関係機関との情報共有や連携強化を継続

して推進する必要がある。 

・気象警報発令・地震発生時における適切な地方支

部の対応 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【県民くらしの安全課主催】 

・家畜防疫作業支援班研修（書面開催） 

【３地方支部合同主催】 

・基礎研修（担当：花巻支部） 

・机上訓練（担当：奥州支部） 

・現地拠点施設設置・運営訓練（担当：奥州支部） 

【各地方支部主催】 

・支援員集合施設候補地確認（選定、レイアウト決

定含む） 

・各班による勉強会や研修の実施 

【岩手県建設業協会奥州支部との訓練】 

・防疫対応研修会の実施 

 

【日本建設機械レンタル協会訪問】 

・連携確認（担当：奥州支部） 

【県際自治体との連絡先確認】 

・宮城県東部地方振興事務所登米地域事務所等の

担当者と連絡先確認（担当：奥州支部） 

【地方支部マニュアルの見直し】 

・共通マニュアルの作成と、それを踏まえて総務・

調整班マニュアルの見直しを行う。 

 

・栗駒山火山防災協議会への参加 

・栗駒山火山防災協議会による火山ガスの学術的評価及

び登山道の安全対策等の検討に参画 

・復興防災部が実施する栗駒山現地調査等への参加 
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令和３年度の取組状況・評価及び令和４年度の取組方針 

具体的 

推進方策 
令和３年度の取組内容(実施計画) 令和３年度の取組状況 

 

令和３年度の評価及び今後の取組の方向 令和４年度の取組方針 

⑨安全な通行、歩

行者の安全確

保のための道

路整備の推進   

(1) 通学路を中心とした歩道整備の推進 

・国道342号 瑞山（一関市） 

・花巻大曲線 志戸平（花巻市） 

・岩明岩谷堂線 藤里（奥州市） 

・胆沢金ケ崎線 永沢（金ケ崎町） 

・久田笹長根線 六原（金ケ崎町） 

・若柳花泉線 油島（一関市） 

において事業を実施 

  

・全箇所において事業実施中 

単位：m 
工区 R2まで R3 今年度末まで 

瑞山 510 230 740 

志戸平 470 40 510 

藤里 330 0 330 

水沢 50 0 50 

六原 0 (今年度は 

用地買収等) 
0 

油島 0 130 130 

完了路線 940 0 940 

計 2,300 400 2,700 
 

【指標の状況】 
・通学路（小学校）における歩道設置延長（ｍ）〔累計〕達成 

 現状値 2019 2020 2021 2022 

目標  400 900 1,180 3,880 

実績 － 600 2,300 2,700 － 

 
 
【評価及び今後の取組の方向】 

①適切な進捗管理及び事業予算の確保により、計画以上に設置す

ることができ、目標を達成することができた。 

令和３年度供用：国道342号 瑞山230m、花巻大曲線 志戸平40m、  

若柳花泉線 油島130m 計400m 

 

②事業の着実な推進に向けて、適切な工事監督業務等により事

業の進捗管理を行う必要がある。 

 

・事業の着実な推進に向けた、適切な工事監督業務

等による事業の進捗管理の実施 

花巻大曲線 志戸平（花巻市） 

岩明岩谷堂線 藤里（奥州市） 

胆沢金ヶ崎線 永沢 (金ヶ崎町) 

若柳花泉線 油島 (一関市) 

⑩衛生的で快適

な生活環境の

確保  

(1) いわて汚水処理ビジョン2017に基づく汚水

処理施設整備の推進 

○管内８市町において、公共下水道事業や農業集落

排水事業を実施 

 

・全市町おいて事業実施中 

 

【指標の状況】 
・汚水処理人口普及率（％）        概ね達成 

 現状値 2019 2020 2021 2022 

目標  81.7 83.0 84.4 86.0 

実績 79.6 80.9 81.7 82.5 － 

現状値は2017年の値 
 
【評価及び今後の取組の方向】 

①市町村と共に普及に取り組んできたことにより、目標は概ね達

成となった。 

②普及率の向上に向け、市町と連携して汚水処理施設の整備・普 

及に取り組む必要がある。 

 

・普及率の向上に向けた、市町と連携した汚水処理

施設の整備・普及 
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圏域の振興施策の

基本方向 

Ⅰ 多様な交流が生まれ、一人ひとりが生涯を通じて健やかにいきいきと暮らせる地域 

重点施策 ３ 一人ひとりがいきいきと生活できるコミュニティをつくります 

〔基本方向〕 

国際リニアコライダー（ＩＬＣ）実現を契機とした地域の国際化を見据え、ＩＬＣ関係者が地域コミュニティの一

員として安心して暮らせるよう、受入態勢整備を進めます。 

魅力と活力ある持続可能な地域社会の形成を進めるため、多様な主体が活躍する機会の提供等により、県民一人ひ

とりが地域の担い手として活躍できるよう取り組むとともに、住民やＮＰＯ法人等の多様な主体による地域コミュニ

ティづくりや、市町と県との連携又は市町間の連携などによる広域的な課題への取組を進めます。 

重点指標  現状値 2019 2020 2021 2022 重点指標の動きに対するコメント 

県外からの移住・定

住者数 

（市町報告値・県内

移動除く）（人） 

目標  180 200 220 240 
達成 

2021年の実績値は289人となっていま

す。 

今後もセミナー開催等により、移住定

住者の増加を目指し、市町と連携して

取り組みます。 

実績 146 222 180 289 － 

〔基本方向の実現に向けた取組〕 

① 国際リニアコライダー（ＩＬＣ）関係者等と住民が共に安心して暮らせる環境の整備 

② 持続的な地域コミュニティづくりと人材育成・活躍支援 

③ 移住・定住の促進 
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令和３年度の取組状況・評価及び令和４年度の取組方針 

具体的 

推進方策 
令和３年度の取組内容(実施計画) 令和３年度の取組状況 

 

 

令和３年度の評価及び今後の取組の方向 令和４年度の取組方針 

①国際リニアコ

ライダー（ＩＬ

Ｃ）関係者等と

住民が共に安

心して暮らせ

る環境の整備 

(1) 外国人研究者とその家族などの受入態勢整備 

 ○医療通訳者養成研修会の開催 

 

(2) 国際リニアコライダー（ＩＬＣ）実現後の多文

化共生に関する、住民への理解促進 

 ○管内市町のＫＥＫへの視察（コロナのため中止） 

 ○国立天文台水沢との図書館合同展示等の実施 

 ○管内市町との意見交換会の開催 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 住民への国際リニアコライダー（ＩＬＣ）の普

及啓発 

 ○中学生向けＩＬＣセミナーの開催 

 

・医療通訳者養成研修会の開催 

(11/27～28 受講者 のべ28名) 

 

・管内図書館における国立天文台水沢との企

画展示、講演会及びワークショップ 

【企画展示】 

 平泉町(7/7～18)、金ケ崎町(7/24～8/22)、 

遠野市(8/6～8/11)、一関市(8/27～9/23)、 

西和賀町(9/1～9/26)、奥州市(11/5～11/17) 

花巻市(1/20～2/2) 

【講演会・ワークショップ】 

講演会：金ケ崎町(7/17)、西和賀町（9/22） 

    花巻市(1/22) 

ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ：西和賀町(7/29)、遠野市(8/8) 

・第１回管内市町との意見交換会の開催 

(12月、３月)※12月は書面開催 

 

・中学生向けＩＬＣセミナー開催 

大迫中学校(6/10 ３年生26人) 

遠野東中(10/29 ２年生41人) 

 

【指標の状況】 
・医療通訳研修会修了者数（人）〔累計〕     達成 

 現状値 2019 2020 2021 2022 

目標  40 50 60 60 

実績 32 48 66 78 － 

現状値は2017年の値 
 
【評価及び今後の取組の方向】 
①新型コロナウイルス感染拡大防止に配慮しながら研修会を開催
したことにより、目標を達成することができた。 

②希少言語（ベトナム語、タガログ語）の受講者が少数であるこ
とから、今後とも受講者の確保に配意しつつ進めるとともに、
医療通訳以外の受入体制整備の取組について検討する必要があ
る。 

 
 

・災害時の外国人対応に関するスキルアップ研修

会及び新規医療通訳希望者向けの養成研修会の

開催 

 

・国立天文台水沢との図書館合同展示、講演会・

ワークショップ等の実施 

・管内市町との情報共有・意見交換の実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・中学生向けＩＬＣセミナーの開催 
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令和３年度の取組状況・評価及び令和４年度の取組方針 

具体的 

推進方策 
令和３年度の取組内容(実施計画) 令和３年度の取組状況 

 

令和３年度の評価及び今後の取組の方向 令和４年度の取組方針 

②持続的な地域

コミュニティ

づくりと人材

育成・活躍支援       

(1) 住民等による自主的な地域課題解決の取組や、

市町や県の区域を越えた広域的な課題解決の取組

の推進 

○首長懇談会の開催 

○副首長懇談会の開催 

○政策・企画部課長会議の開催 

○政策課題研究会の開催 

 ○岩手・宮城県際連絡会議の開催 

 

 

(2) 伝統文化・民俗芸能の魅力発信や文化芸術と触

れ合う機会の創出 

○県文化芸術コーディネーター（ＣＤ）設置によ

る相談、情報収集・発信等への支援 

 

 ○若者文化振興事業費補助金による文化芸術活動

の支援と機会の創出 

 

 

 

(3) 市町が実施する地域内交通の利用促進等の取組

の支援 

○各市町の地域公共交通会議へ委員として参画 

○地域公共交通に関する担当者会議の開催 

 

 

(4) 住民や地域おこし協力隊などの自主的活動の支

援や、関係人口の創出・拡大に向けた取組 

○仙台圏在住者（社会人）を対象としたワークショップ

の開催 

○仙台圏在住学生を対象としたワークショップの開催 

・首長懇談会(中止) 

・副首長懇談会（7/9Web会議） 

・政策・企画担当部課長会議（4/14、10/26） 

・政策課題研究会（2/7） 

・岩手・宮城の関係地方事務所（R3事務局：宮

城県栗原地域事務所）と連携した情報発信

（広報誌発行と県ＨＰ掲載：４回）、岩手・

宮城県際連携会議開催（11/11） 

 

 

・県文化芸術ＣＤによる文化団体や施設の活動

支援：３月末時点20（法人設立、教室開催、

文化施設活用方法等の相談対応等） 

・ＣＤ制度の関係機関への周知・活用依頼（７

月） 

・事業実施希望者への補助金交付 

交付決定額：1件 738千円 

交付対象者：いわて県南アートプロジェクト 

内容：能楽と古流武術体験講座 

 

・地域公共交通会議への参画 

（花巻市6/25・1/11、一関市5/20・9/16・1/26、奥

州市6/28・7/28、西和賀町8/6、平泉町9/24・1/18、

3/29） 

 

 

・社会人対象ワークショップのオンライン開催（説

明会8/18、スクールプログラム9/4、11、25） 

・学生対象ワークショップの開催 

 説明会（オンライン）6/10 

 オリエンテーション・講義（学院大）6/30 

 ゼミ７月～11月に延べ９回、報告会11/11 

 自主活動として棚田を活用したデイキャンプの

実施（10/31） 

・社会人・学生を対象とした交流イベントの開催

2/17 

社会人ワークショップ提案企画のグッズを発表

（宮沢賢治作品の食に関するオノマトぺをモチー

フとした手ぬぐい、和紙（漆塗）を使用した野鳥

ブックカバー） 

 

【指標の状況】 
・地域活性化イベント等による事業創出数（事業/年）達成 

 現状値 2019 2020 2021 2022 
目標  2 2 2 2 
実績 － 2 2 2 － 

 
 
【評価及び今後の取組の方向】 
①仙台圏在住者を対象としたワークショップ実施の結果、社会人

においては参加者による岩手県南地域への興味関心を誘発す
るグッズの制作が、大学生においては参加者による課題解決に
向けた現地での活動が行われ、目標を達成することができた。 

②引き続き市町や地域づくり団体、地域外の人材などと連携し、
活力ある持続可能な地域社会の形成を図る必要がある。 

 
 

・首長懇談会の開催（5/23） 

・副首長懇談会の開催（7/6） 

・政策・企画部課長会議の開催（第１回４月、第２

回10月） 

・政策課題研究会（南いわて移住定住戦略会議）の

開催（第１回４月、第２回６月、第３回９月、第

４回11月、第５回２月） 

・岩手・宮城県際連携会議への参画 

 

 

 

・文化芸術コーディネーター等関係機関と連携した

活動支援と情報発信 

・管内の団体や関係機関への新型コロナ対策関連を

含む支援情報の提供（補助金等支援制度の周知） 

 

 

 

 

 

 

・各市町の地域公共交通会議へ委員として参画 

 

 

 

 

 

・仙台圏在住の社会人・学生を対象としたワークシ

ョップの開催 
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令和３年度の取組状況・評価及び令和４年度の取組方針 

具体的 

推進方策 
令和３年度の取組内容(実施計画) 令和３年度の取組状況 

 

令和３年度の評価及び今後の取組の方向 令和４年度の取組方針 

③移住定住の促進 

 

(1) 市町と連携した県南圏域の魅力の発信 

○Ｕ・Ｉターン相談会における情報提供 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 移住者が安心して活躍できる環境の整

備 

○情報交換会の開催 

・県南地区移住定住推進担当者意見交換会(7/27、1/26)

の開催 

・南いわて暮らしセミナー(10/30)の開催 

・商工団体総会での働き方改革運動や移住支援金制度

等のリーフレット配布（奥州商工会議所、花巻商工

会議所） 

・就業支援員等による事業所訪問時のリーフレット配

布 

 

 

・県南地区移住定住推進担当者意見交換会(7/27、1/26)

開催（再掲） 

・振興局と定雇室との意見交換会（9/13）での次年度

事業に係る調整実施 

【指標の状況】 
・市町村窓口・移住相談会等における移住相談受付数（人） 

        達成 
 現状値 2019 2020 2021 2022 

目標  700 700 700 700 

実績 650 950 879 1,615 － 

現状値は2017年の値 
 
【評価及び今後の取組の方向】 
①新型コロナウイルス感染拡大の影響もあり、セミナーをオ
ンライン開催する等実施方法を工夫しながら取組を進めた
結果、圏域への移住に関する関心を喚起することができ、目
標を達成することができた。 

②引き続き圏域での仕事と暮らしの魅力を広く発信するとと
もに、移住者受入の環境整備を図る必要がある。 

 

・市町・関係団体等との連携による移住促進セミナー

開催、既存情報発信ツール活用等、圏域の魅力発信

の一層の強化 

 

 

 

 

 

 

 

・人材確保対策と移住定住対策を一体的に取り組むた

めの関係機関等連携体制の構築、転出要因及び転入

要因の把握分析、並びに圏域への移住定住促進モデ

ル事業の検討 
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圏域の振興施策の

基本方向 
Ⅱ 世界に誇れる産業の集積を進め、岩手で育った人材が地元で働き定着する地域 

重点施策 ４ ものづくり産業の集積を進め、競争力を高めます 

〔基本方向〕 

世界に通用する技術力・競争力を持ったものづくり産業を支える人材の確保・育成のため、北上川流域ものづくり

ネットワークや大学等の教育機関などと連携し、企業をけん引する能力の高い人材の育成の取組を支援します。 

地域企業の競争力強化を図るため、ものづくり産業の技術力の強化やＱＣＤ（品質、コスト、納期）水準の向上の

取組を支援するとともに、産業の更なる集積を図るため、自動車や半導体関連産業などへの新規参入や取引拡大など

の取組を進めます。 

新たな産業の形成や生産性の向上を図るため、産学官連携により国際リニアコライダー（ＩＬＣ）の関連技術や第

４次産業革命（ＩｏＴ等）の新技術を活用した取組を支援します。また、次世代自動車関連の研究開発を図るため、

高度技術者の育成の取組を支援します。 

南部鉄器等の伝統産業の振興を図るため、若手の経営者や工芸家等の育成や技術の継承、伝統の技術を生かした新

商品開発の支援、商品力やブランドなどの「強み」を生かした販売機会の創出やあらゆる機会を利用した魅力の発信

に取り組みます。 

工業製品等の輸送の利便性を向上させ産業振興を支援するため、工業団地が集積する内陸部と港湾等を結ぶ路線な

ど、物流の基盤となる道路整備を推進します。 

 

重点指標  現状値 2019 2020 2021 2022 重点指標の動きに対するコメント 

ものづくり関連分野

（輸送用機械、半導体

製造装置、電子部品・

デバイス等）の製造品

出荷額（億円） 

目標  
13,700

（2018）
 

14,100

（2019）
 

14,500

（2020）
 

14,900

（2021）
 
集計中(令和５年２月確定見込み) 

2020年（2019年）の実績値は14,917億

円となっています。 

今後も地域企業の技術力向上や人材育

成に向けて取り組みます。 実績 
12,910

（2016） 

15,631

（2018） 

14,917

（2019） 
集計中 － 

東北地域ものづくり関

連分野の製造品出荷額

における県南地域のシ

ェア（％） 

目標  
13.5

（2018）
 

14.0

（2019）
 

14.5

（2020）
 

15.0

（2021）
 

集計中(令和５年２月確定見込み) 

2020年（2019年）の実績値は13.6％と

なっています。 

今後も自動車・半導体関連産業への新

規参入や、第４次産業革命（ＩｏＴ等）

の新技術を活かした取組を行います。 
実績 

12.6

（2016） 

13.7

（2018） 

13.6 

（2019） 
集計中 － 

〔基本方向の実現に向けた取組〕 

 ① 地域企業の技術力向上及び技術革新を含めた生産性向上の支援  

 ② 自動車・半導体関連産業への一層の参入促進及び国際リニアコライダー（ＩＬＣ）の関連技術や第４次産業革

命（ＩｏＴ等）の新技術を活用した取組の支援   

 ③ 伝統産業の魅力発信  

 ④ 産業を振興する道路整備の推進 
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令和３年度の取組状況・評価及び令和４年度の取組方針 

具体的 

推進方策 
令和３年度の取組内容(実施計画) 令和３年度の取組状況 

 

令和３年度の評価及び今後の取組の方向 令和４年度の取組方針 

①地域企業の技

術力向上及び

技術革新を含

めた生産性向

上の支援    

(1) ＱＣＤ能力向上等のための研修を実施 

○ものづくり人材育成講座（集合研修）

の開催（年間計画13回（13講座）） 

○オーダーメイド研修実施（募集枠５社） 

・ものづくり人材育成講座（集合研修）開催 

 （13回 168人、11/25 IATF16949規格解説セミナー、

12/16 ISO13485規格解説セミナー他実施） 

・オーダーメイド研修実施（５社実施83人受講） 

【指標の状況】 
・生産管理関連講座受講者数（人）〔累計〕達成 

 現状値 2019 2020 2021 2022 

目標  1,600 1,800 2,000 2,200 

実績 1,184 1,643 1,858 2,109 － 

現状値は2017年の値 
 
【評価及び今後の取組の方向】 
①新型コロナウイルス感染拡大防止に配慮しながら、研修会等生
産性向上の取組を実施したことにより、目標を達成することがで
きた。 

②引き続き、ものづくり企業の人材育成について、講座の内容を
見直しながら取り組む必要がある。 

 

・ものづくり人材育成講座（集合研修）開催（13

回（13講座）） 

・オーダーメイド研修実施（５社実施） 

②自動車・半導体

関連産業への

一層の参入促

進及び国際リ

ニアコライダ

ー（ＩＬＣ）の

関連技術や第

４次産業革命

（ＩｏＴ等）の

新技術を活用

した取組の支

援 

(1) 自動車や半導体関連産業などへの新規

参入、企業間の取引拡大及び、サプライ

チェーンの構築 

○アドバイザーによる企業訪問（指導） 

○現場改善・品質管理実践指導 

○ものづくり企業下請法講座の開催（年

３回程度） 

 

(2) 第４次産業革命（IoT等）の新技術の導

入事例の横展開 

○IoT導入支援セミナー等の開催 

○ＩＴ人材とものづくり企業のマッチン

グ支援 

・アドバイザーによる企業訪問（４回8/4、10/25、11/10、

12/15） 

・現場改善・品質管理実践指導（２回11/11、12/16） 

・ものづくり企業下請法講座開催（第１回 

 5/21、第２回7/30、第３回10/29） 

 

 

・経営課題解決IoT活用セミナー開催(Web)（9/17） 

・個別支援（専門家派遣等）（６回） 

 

【指標の状況】 
・管内ものづくり企業の新規受注件数（件）〔累計〕概ね達成 

 現状値 2019 2020 2021 2022 

目標  240 275 310 345 

実績 168 226 268 301 － 

現状値は2017年の値 
 
【評価及び今後の取組の方向】 
①新型コロナウイルス感染拡大の影響による移動等の制限がある
中、優先度に応じた対応やオンラインの活用など、効率・効果的
な訪問指導を実施したことにより、目標は概ね達成となった。 

②現場改善の進捗に合わせた定期的な訪問を計画しつつ、柔軟な
スケジューリングを行うなど、感染拡大状況に合わせて取り組む
必要がある。 

 

・アドバイザーによる企業訪問（指導） 

・現場改善・品質管理実践指導 

・ものづくり企業下請法講座の開催 

 

 

 

 

 

・経営課題解決ＩｏＴ活用セミナー等の開催 

・ＩＴ人材とものづくり企業のマッチング支援 

③伝統産業の魅

力発信 

(1) 「いわて県南エリア伝統工芸協議会」

の活動支援 

○デザイン、販路拡大、商品開発等のセ

ミナー開催支援 

 

(2) 「オープンファクトリー五感市」の開

催支援 

○オープンファクトリー五感市実行委員

会に参画し、五感市の発展拡大を支援 

・いわて県南エリア伝統工芸協議会役員打合せ出席 

・ライブコマース入門セミナー（2/10）開催補助 

 

 

 

・五感市オンラインツアー（8/23）開催補助 

・オープンファクトリー五感市実行委員会役員会への

出席、実施事業の調整 

 （オープンファクトリー周遊型は中止、中止に伴う

メッセージ動画等制作を補助） 

【指標の状況】 
・伝統産業の各種イベント（オープンファクトリー等）への来場者数（人） 
〔累計〕                   概ね達成  

 現状値 2019 2020 2021 2022 

目標  4,000 6,000 4,000 6,000 

実績 － 3,966 (9,071) 3,966 － 

（ ）内は参考値（ＯＮ－ＬＩＮＥ五感市サイトのページビュー
数と動画再生回数）であり、実績には含めない 

 
【評価及び今後の取組の方向】 
①新型コロナウイルス感染症拡大防止により、令和３年度の周遊
型のオープンファクトリー五感市は中止となった。コロナ禍を受
けての目標値の見直しにより、目標は概ね達成となった。 

②伝統産業の更なる認知度の向上や魅力発信、来場者数の増加に
取り組む必要がある。 

・デザイン、販路拡大、商品開発等のセミナー開

催支援 

 

 

 

・オープンファクトリー五感市実行委員会に参画

し、オープンファクトリー五感市開催のほか、

通年での製作体験受入れの取組等を支援 
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令和３年度の取組状況・評価及び令和４年度の取組方針 

具体的 

推進方策 
令和３年度の取組内容(実施計画) 令和３年度の取組状況 

 

令和３年度の評価及び今後の取組の方向 令和４年度の取組方針 

④産業を振興す

る道路整備の

推進  

(1) 工業団地が集積する内陸部と港湾等を

結ぶアクセス道路などの広域的な物流の

効率化につながる道路整備や内陸部の工

業・物流団地間相互やインターチェンジ

を結び、生産性の向上につながる道路整

備の推進 

・国道342号 白崖（一関市） 

・国道397号 小谷木橋（奥州市） 

・一関北上線 谷地（奥州市） 

・全箇所において事業実施中 

・国道397号 小谷木橋が5/31に開通 

・国道342号 白崖が3/29に全線供用開始 

 

単位：m 

工区 R2まで R3 今年度末まで 

白崖 1,830 610 2,440 

小谷木 400 1,020 1,420 

谷地 0 （今年度は 

用地買収等） 

0 

完了路線 11,020 0 11,020 

計 13,250 1,630 14,880 
 

【指標の状況】 
・物流の基盤となる道路整備延長（ｍ）〔累計〕   達成 

 現状値 2019 2020 2021 2022 

目標  1,250  9,470 14,880 15,400 

実績 － 4,220 13,250 14,880 － 

 
【評価及び今後の取組の方向】 

①適切な進捗管理及び事業予算の確保により、計画以上に整備を

進め、目標を達成することができた。 

令和３年度供用：国道397号 小谷木橋 1,020m、 

国道342号 白崖 610m  

供用延長計 1,630m 

②事業の着実な推進に向けて、適切な工事監督業務等により事業

の進捗管理を行う必要がある。 

 

・事業の着実な推進に向けた、適切な工事監督業

務等による事業の進捗管理 

一関北上線 谷地（奥州市） 
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圏域の振興施策の

基本方向 
Ⅱ 世界に誇れる産業の集積を進め、岩手で育った人材が地元で働き定着する地域 

重点施策 
５ ライフスタイルに応じた新しい働き方ができる環境づくりと人材育成による地元定着を促

進します 

〔基本方向〕 

安定的な雇用の確保と、ライフスタイルに応じた新しい働き方ができる雇用・労働環境の整備を促進し、地域の産業人材の確保・

育成・定着を図るため、企業・事業所における働き方改革や人材育成の取組を支援します。 

地域企業についての理解促進や、働くことへの意識醸成のための小中学生を対象としたキャリア教育を実施するとともに、もの

づくり産業を支える人材の育成に向けた高校生から社会人までの技術及び技能の向上に資する取組を実施します。 

また、高校生、大学生、教員、保護者等に対する地域企業等についての理解促進の取組と魅力発信を行い、若者の県内就職を促

進します。 

多くの人が活躍できる社会の実現と人材確保のため、県と関係機関が連携し、あらゆる働く意欲のある人の就業促進や地元定着

を支援するとともに、県外からの就職希望者等に向けた南いわての暮らしや仕事についての情報発信を行います。 

 

重点指標  現状値 2019 2020 2021 2022 重点指標の動きに対するコメント 

県南圏域高校生

の管内就職率(%) 

目標  85.0 85.0 85.0 85.0 概ね達成 
2021年の実績値は71.4％となっています。 
今後も児童生徒をはじめ、保護者や教員に地
域企業の魅力を知ってもらう取組を進めて
いきます。 実績 63.9 64.7 67.8 71.4 ― 

〔基本方向の実現に向けた取組〕 

 ① 人材確保に向けた地域企業や事業所の魅力向上 

 ② 若者の職業意識、地元志向の醸成   

 ③ 地域企業の理解促進や高校生の資格取得支援 

 ④ 企業を支える人材の育成  

 ⑤ 移住・定住の促進 
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令和３年度の取組状況・評価及び令和３年度の取組方針 

具体的 

推進方策 
令和３年度の取組内容(実施計画) 令和３年度の取組状況  令和３年度の評価及び今後の取組の方向 令和４年度の取組方針 

①人材確保に向

けた地域企業

や事業所の魅

力向上 

(1) 働き方改革の取組や労働条件の改善

に向けた産業関係団体や企業への要請 

 ○市町、公共職業安定所などと連携した

要請活動の実施 

 

(2) 仕事と子育て、介護等との両立や全て

の人が働きやすい環境づくりの推進 

 ○商工団体会報への働き方改革運動や

移住支援金制度等の記事掲載依頼 

 〇就業支援員等による事業所訪問時の

パンフレット配布 

 

(3) 地域企業が希望する人材の確保への

支援 

 ○「いわて県南広域企業ガイド」の学校

等への配架、ホームページ掲載 

 

(4) 地域企業の採用力向上の取組への支

援 

○「採用力向上のための勉強会」の開催 

・要請活動の実施（花巻市5/19、北上市5/23、金ケ崎町

5/25、奥州市5/31、一関地区5/21） 

 

 

 

・商工団体総会での働き方改革運動や移住支援金制度等

のリーフレット配布（奥州商工会議所、花巻商工会議

所） 

・就業支援員等による事業所訪問時のリーフレット配布 

 

 

 

・「いわて県南広域企業ガイド」更新・学校への配架。

ＨＰ掲載情報の更新（３月末現在 182社） 

 

 

 

・「採用力向上のための勉強会」の開催 

高卒採用編（第１回（4/21）15社18名、第２回（5/18）

14社16名）、大卒採用編（11/30、20社24名） 

 【指標の状況】 
・いわて働き方改革推進運動参加事業所数（社）〔累計〕 

       達成 
 現状値 2019 2020 2021 2022 

目標  110 165 220 275 

実績 34 91 167 269 － 

 現状値は2017年の値 
 
・企業ガイド（サイト）閲覧数（回）       

 達成  
 現状値 2019 2020 2021 2022 

目標  4,000 4,150 8,000 8,000 

実績 3,782 7,439 8,915 10,487 － 

現状値は2017年の値 
 
【評価及び今後の取組の方向】 
①いわて働き方改革推進運動参加事業所数については、企業等
への要請活動や事業所訪問時に周知を行ったことにより、目
標を達成することができた。 
企業ガイド閲覧数については、学校を通じて企業ガイドの周
知の機会を多く設けたことにより、目標を達成することがで
きた。 

②今後も生徒に対し、地域企業の理解促進を図る必要がある。 

・市町、公共職業安定所等と連携した要請活動の実施 

 

 

 

 

・働き方改革運動への参加促進 

・県南広域振興局人口減少対策連絡会議」の設置による、

局内関係部との施策実施にかかる調整、情報共有 

 

 

 

 

・「いわて県南広域企業ガイド」の学校等への配架、ホ

ームページ掲載、ガイド活用に係る周知 

 

 

 

・定住推進・雇用労働室と連携した「採用力向上のため

の勉強会」「雇用・労働フォーラム」の開催 

②若者の職業意

識、地元志向の

醸成 

(1) 新規高卒者の就職や職場定着の支援 

○就業支援員、県内就業・キャリア教育

コーディネーター（以下、「就業支援

員等」という。）による求人情報の収

集及び職場定着支援の実施 

 

(2) 小中学生、高校生向けの出前授業等を

通じた若者の職業意識の醸成 

○就業支援員等による就職ガイダンス

や面接練習等の就職支援 

○地域企業理解に向けた「きたかみ・か

ねがさきテクノメッセ」の高校生の見

学支援 

○地域企業の先輩社員等を講師とした

出前授業の開催 

○管内市町と連携した「南いわて地域協

働によるキャリア教育研究会」の開催 

 

 

○小中学生、高校生等を対象に建設業へ

の理解を深めてもらう「建設業ふれあ

い事業」の開催 

 

 

(3) Ｕ・Ｉターン希望者への地域企業の情

報等の情報提供 

○普通校等を対象とした「いわてで働

く！出前授業」の開催 

○「南いわて暮らしセミナー」での企業

情報の提供 

・就業支援員等による職場定着支援を実施 

（定着支援件数：507件（３月末現在）） 

 

 

 

 

・就業支援員等による高校生の面談や面接練習等の就職

支援（学校訪問：1,160件、キャリア教育支援：289件

(３月末現在)） 

・学校を会場とした企業情報ガイダンスの開催（11/2

千厩、11/10水沢工、12/1、12/8一関工） 

・一関高専学生と保護者等対象の「地域企業情報ガイダ

ンス」（10/23）開催 

・地域企業の先輩社員等を講師とした出前授業の実施

（12/1水沢工） 

・「南いわて地域協働によるキャリア教育研究会」の開

催（第１回10/20、第２回（書面開催）） 

（「きたかみ・かねがさきテクノメッセ2021」は感染

拡大により中止） 

・県南局管内における「建設業ふれあい事業」の開催（7/8

西南中、7/14胆沢第一小、10/5室根西小学校、10/28

黒沢尻北小学校、10/28一関南小学校、11/16遠野西中

学校)) 

 

・普通高校等対象出前授業の開催（6/1花巻北、6/2黒沢

尻北、6/17金ケ崎（本庁も自室共催）、6/23大迫、岩

谷堂（第１回6/1、第2回10/19）） 

・「南いわて暮らしセミナー」の開催(10/30) 

 

 【指標の状況】 
・学校を会場とした企業ガイダンス実施支援回数（回） 

やや遅れ 
 現状値 2019 2020 2021 2022 

目標  4 4 4 4 

実績 1 4 6 3 － 

現状値は2017年の値 
 
・キャリア教育支援件数（件）       概ね達成                      

 現状値 2019 2020 2021 2022 

目標  180 180 350 350 

実績 179 647 329 289 － 

現状値は2017年の値 
 
【評価及び今後の取組の方向】 
①新型コロナウイルス感染拡大の影響により、当初予定し
ていた２月の企業ガイダンスが中止となり、目標を下回
った。 
キャリア教育支援件数については、感染対策を講じなが
ら実施したことにより、目標は概ね達成となった。 

②今後も学校と連携して、児童や生徒に対し地域企業の理
解促進や、働くことへの意識醸成を図る必要がある。 

・就業支援員等による企業訪問や聞き取りによる職場定

着支援の実施 

 

 

 

 

・小中高生を対象とした工場見学や出前授業の開催支援 

・就業支援員等やキャリア教育サポーターによるセミナ

ーやガイダンス、面接練習等の就職支援の実施 

・高校を会場とした企業情報ガイダンスの開催 

・管内市町とキャリア教育の先進的取組にかかる情報交

換を行う「南いわて地域協働によるキャリア教育研究

会」の開催 

・移住支援金制度の周知と対象法人登録の働きかけの実

施 

 

 

 

 

・建設業協会と連携し、小中学生を対象とした建設工事

機械の操作体験などの実施 

 

 

 

・職業意識の醸成や地元企業への興味喚起、進学後の県

内就職への意識向上を目的とした出前授業の実施 
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令和３年度の取組状況・評価及び今後の取組の方向及び令和４年度の取組方針 

具体的 

推進方策 
令和３年度の取組内容(実施計画) 令和３年度の取組状況 

 

令和３年度の評価及び今後の取組の方向 令和４年度の取組方針 

③地域企業の理

解促進や高校

生の資格取得

支援 

(1) 北上川流域ものづくりネットワーク

による地域企業への理解促進 

 ○小中学校や高校等の工場見学や出前

授業の開催支援 

 

 

 

(2) 教員や保護者を対象とした地域企業

への理解促進  

 ○教員向けミニ企業見学会の開催 

○高校を会場とした企業情報ガイダン

スの開催 

○実践的キャリア教育研修会の開催支 

 援 

 

(3) 工業高校生等を対象とした実技講習

等の支援等 

 ○資格取得に向けた実技講習会の開催

支援 

 

(4) インターンシップ等を支援し企業を

支える質の高い人材の育成と活用 

○受入れ可能企業の掘り起こし 

 

 

・小中学校：工場見学34件、出前授業15件 

・工業高校：工場見学３件（オンライン）、出前授業11

件 

・普通高校等対象ものづくり企業等見学会：12校 

・ものづくり体験教室in工場の開催（7/30㈱アイオー精

密、7/31㈲光成工業、1/12鎌田段ボール工業㈱） 

 

・教員向けミニ企業見学会の実施（8/3～8/5、1/6～7） 

・学校を会場とした企業情報ガイダンスの開催（11/2

千厩、11/10水沢工、12/1、12/8一関工）（再掲） 

・一関高専生と保護者等対象の「地域企業情報ガイダン

ス」（10/23）開催（再掲） 

（実践的キャリア教育研修会については、県南・中部

教育事務所ともに中止（中部では資料提供あり）） 

 

・ＰＴＡ向け工場見学会の開催支援（6/30黒沢尻工（本

庁も自室共催）） 

 

 

 

・実技講習会（花北青雲（6/19～7/17NC旋盤、7/6～24

電子機器組立）、黒沢尻工（8/3～5溶接、11/26～12/10

第一種電気工事士））の実施支援 

・指導者向け研修会（8/10、11シーケンス制御（機械専

門部）、8/20電子回路組立（電気専門部））の実施支

援 

・企業に対する照会の機会を活用した、インターンシッ

プ等の受入可否に関する情報収集 

 

【指標の状況】 
・小中高校生の企業見学・出前授業等の実施回数（回）概ね達成 

 現状値 2019 2020 2021 2022 

目標  80 80 80 80 

実績 82 96 81 72 － 

現状値は2017年の値 
 
・高校生の技能検定合格者数（人）      達成 

 現状値 2019 2020 2021 2022 

目標  400 400 400 400 

実績 400 528 232 555 － 

現状値は2017年の値 
 
【評価及び今後の取組の方向】 
①新型コロナウイルス感染拡大の影響により、企業見学・出
前授業等については、中止や延期となる学校があったが、
目標は概ね達成となった。 

②地域企業を理解する機会を確保するために、オンライン形
式での見学、出前授業の実施支援も視野に入れて取り組む
必要がある。 
また、今後も小中高生、教員、保護者等に対し、地域企業
の理解促進や、工業高校生の資格取得に向けて支援する必
要がある。 

 

・小中高生を対象とした工場見学や出前授業の開催支援

（再掲） 

 

 

 

 

 

・教員向けミニ企業見学会の開催 

・高校を会場とした企業情報ガイダンスの開催（再掲） 

 

 

 

 

 

 

・工業系高校が資格取得のために実施する実技講習会の

開催支援 

 

 

 

 

・企業訪問時におけるインターンシップに関する情報収

集 

④企業を支える

人材の育成    

(1) 地域企業の生産性の向上に向けた企

業を支える優れた人材育成による企業

力の向上 

○「ものづくりいわて塾」「生産性向上

のためのからくり改善勉強会」の開催 

・「生産性向上のためのからくり改善勉強会」の開催（初

級編（全２回）受講者10人（6/15、7/13）、実践編（全

６回予定）受講者６人（7/30、8/27（中止）、9/17（中

止）、10/26、11/22、12/14） 

・「ものづくりいわて塾」受講者４人（10/29、11/19、

12/17） 

・「いわて３Ｓサミット」(3/3)に向けた運営委員会を

開催(5/28、6/25、9/17、10/22、1/20)したが、感染

拡大防止のため開催を見送り、改善活動に関心を持つ

企業に向けた動画を制作 

【指標の状況】 
・改善関連勉強会等受講者数（人）     やや遅れ 

 現状値 2019 2020 2021 2022 

目標  30 30 30 30 

実績 30 30 33 20 － 

現状値は2017年の値 
 
【評価及び今後の取組の方向】 
①新型コロナウイルス感染拡大を受け、勉強会等への出席を
見合わせる企業もあり、目標を下回った。 

②研修方法について、オンライン形式の活用など検討をすす
め、企業を支える人材育成を進める必要がある。 

 

・「ものづくりいわて塾」「いわて塾ＯＢ会」、｢生産

性向上のためのからくり改善勉強会」の開催 

・「いわて３Ｓサミット」の開催 
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令和３年度の取組状況・評価及び今後の取組の方向及び令和４年度の取組方針 

具体的 

推進方策 
令和３年度の取組内容(実施計画) 令和３年度の取組状況  令和３年度の評価及び今後の取組の方向 令和４年度の取組方針 

⑤移住・定住の促

進(再掲) 

(1) 市町と連携した県南圏域の魅力の発

信 

○Ｕ・Ｉターン相談会における情報提供 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 移住者が安心して活躍できる環境の

整備 

○情報交換会の開催 

・県南地区移住定住推進担当者意見交換会(7/27、1/26)

の開催 

・南いわて暮らしセミナー(10/30)の開催 

・商工団体総会での働き方改革運動や移住支援金制度等

のリーフレット配布（奥州商工会議所、花巻商工会議

所） 

・就業支援員等による事業所訪問時のリーフレット配布 

 

 

 

・県南地区移住定住推進担当者意見交換会(7/27、1/26)

開催（再掲） 

・振興局と定雇室との意見交換会（9/13）での次年度事

業に係る調整実施 

 【指標の状況】 
・市町村窓口・移住相談会等における移住相談受付数（人）達成 

 現状値 2019 2020 2021 2022 

目標  700 700 700 700 

実績 650 950 879 1,615 － 

現状値は2017年の値 
 
【評価及び今後の取組の方向】 
①新型コロナウイルス感染拡大の影響もあり、セミナーをオン
ライン開催する等実施方法を工夫しながら取組を進めた結
果、圏域への移住に関する関心を喚起することができ、目標
を達成することができた。 

②引き続き圏域での仕事と暮らしの魅力を広く発信するととも
に、移住者受入の環境整備を図る必要がある。 

 

・市町・関係団体等との連携による移住促進セミ

ナー開催、既存情報発信ツール活用等、圏域の

魅力発信の一層の強化 

 

 

 

 

 

 

 

・人材確保対策と移住定住対策を一体的に取り組

むための関係機関等との連携体制の構築、転出

要因及び転入要因の把握分析、並びに圏域への

移住定住促進モデル事業の検討 
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圏域の振興施策の

基本方向 
Ⅲ 世界遺産「平泉の文化遺産」をはじめ多彩な魅力の発信により多くの人々が訪れる地域 

重点施策 ６ 地域の魅力の発信による交流を広げます 

〔基本方向〕 

世界遺産「平泉の文化遺産」をはじめとする歴史・文化や自然景観のみならず、食、伝統工芸、体験などの多彩な地域資源を総

合的に活用し、広域的に周遊し滞在する、顧客満足度の高い観光を促進するとともに、地域消費の拡大などを通じて、観光を核と

した地域づくりを推進します。 

外国人観光客をはじめ、国内外から多くの人に訪れてもらうため、関係機関等と連携した観光情報の発信や、誘客活動を推進す

るとともに、地域を訪れる国内外からの観光客等の受入態勢を整備し、ホスピタリティの向上を図ります。 

生涯を通じて身近な地域でスポーツに親しむことができるよう、地域資源を活用したスポーツ振興を図るとともに、スポーツツ

ーリズムを通じた県内外の人々との交流拡大を支援します。 

世界遺産「平泉の文化遺産」をはじめとする観光地へのアクセス向上やラグビーワールドカップ2019TM釜石開催等の機会を捉え

たインバウンドに対応するため、地域間の交流・連携の基盤となる道路整備を推進します。 

 

重点指標  現状値 2019 2020 2021 2022 重点指標の動きに対するコメント 

県南圏域の観光入込

客数（延べ人数）（万

人回） 

目標  1,158.5 1,164.6 1,168.9 1,173.1 

未達成 

新型コロナウイルス感染拡大の影響

が継続し、旅行市場の回復が遅れて

いることから、2021年の実績は610.0

万人となっており、目標を達成できま

せんでした。 

今後も、旅行市場の回復に連動して地

域と連携した観光振興の取組を推進

します。 

実績 1,147.4 1,151.1 644.7 610.0 － 

〔基本方向の実現に向けた取組〕 

 ① 世界遺産「平泉の文化遺産」を核とした広域的な周遊・滞在型観光の促進  

 ② 国内外からの観光客、国際リニアコライダー（ＩＬＣ）の研究者やビジネス客等の受入に係るホスピタリティ向上  

 ③ 教育機関や国際リニアコライダー（ＩＬＣ）の関係者等との連携による海外との相互交流の推進 

 ④ 地域と連携したスポーツツーリズムの振興 

 ⑤ 観光地へのアクセス向上や地域の魅力を高めるための道路整備の推進 
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令和３年度の取組状況・評価及び令和４年度の取組方針 

具体的 

推進方策 
令和３年度の取組内容(実施計画) 令和３年度の取組状況 

 

 

令和３年度の評価及び今後の取組の方向 令和４年度の取組方針 

①世界遺産「平泉

の文化遺産」を

核とした広域

的な周遊・滞在

型観光の促進  

(1) 世界遺産「平泉の文化遺産」を核とし

た観光振興 

○世界遺産連携推進実行委員会の構成 

団体として、平泉世界遺産祭等の誘客 

事業に参加 

 

 

 

  ○「ケロ平」を活用したＰＲ 

 

 

 

 

 

 

 

○新たな観光コンテンツづくりに向け 

た支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 国内教育旅行の推進 

○沿岸圏域を含む連絡会議の設置、教育

旅行担当教員の招聘やモニターツア

ーを実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
○首都圏大学生協連と連携し、企業研修

を行いながら観光施設を巡る事業を

実施 

 

・世界遺産連携推進実行委員会の運営に参画 

  ►平泉世界遺産祭(7/3,4)の延期(9/25,26)⇒中止⇒代替

事業:ﾃﾚﾋﾞ番組「山海漬」放映(12/4,11) 

  ►観光コンテンツ造成等業務委託の実施(8/31～) 

観光素材の造成等、専門家の観光ｺﾝﾃﾝﾂ体験ﾂｱｰ催行

(11/29～30)、体験ｺﾝﾃﾝﾂＰＲ動画制作 

 ► 周遊マガジン「ぐるり」(6/30発行)の配布 

 

・各種SNSを活用した県南地域の魅力発信 

 （Twitter129件、Facebook55件、YouTube11件） 

・関係機関や事業者との連携によるＰＲを実施 

►県庁生協との連携：フリース製作販売（11月） 

►岩手大留学生向け：ﾁｰﾑｹﾛ平への参画PR（12月） 

►催事への出動：ふるさとBUS助っ人ﾏﾙｼｪ(12月) 

►一関郵便局：交通安全運動にｹﾛ平を活用(12月) 

 

・観光コンテンツ造成等取組状況ヒアリング 

（訪問：６月、書面：８月、ｵﾝﾗｲﾝ：12月） 

・観光コンテンツ造成支援の実施(12/10～着手) 

 (12/13～17：管内８市町との事前打合せ) 

（1/18～21：管内８市町での研修会＋意見交換会） 

（2/9：観光ｺﾝﾃﾝﾂ造成対象選考審査会、２件選定） 

（3/18：造成ｺﾝﾃﾝﾂ体験会＋成果発表会） 

 造成観光ｺﾝﾃﾝﾂ ２件 

 内訳）・羊の毛刈り＆羊毛フェルトづくり体験 

（花巻市） 

    ・夜の遠野物語（語り部による昔話＆飲食） 

・南いわて連携型教育旅行推進事業（教員招聘、 

AGT訪問等）の委託実施（委託先：世界遺産平泉・一

関 DMO、期間 R3.6.10～R4.3.31） 

・教育旅行連絡会議の開催(7/8、釜石市、17団体 25名

参加) 

・旅行エージェント等訪問（５社、４団体） 

  ►12/2東京：東武トップツアーズ、東京都中学校長会、

全国修学旅行研究協会、日本修学旅行研究協会 

  ►12/16 大阪：名鉄観光、近畿日本ﾂｰﾘｽﾄ、全国修学旅

行研究協会、JTB、日本旅行 

・教育旅行商談会参加(12/15、大阪) 

・首都圏等エージェント訪問(3/10～11 9社) 

 (一社)世界遺産平泉・平泉 DMO 立尾部長訪問 

・東武トップツアーズ招聘(3/16～18 ４名参加) 

 陸前高田市、大船渡市、釜石市、大槌町、遠野市、花

巻市、平泉町の各観光施設等で視察・研修 

 

 

・南いわてインダストリー観光リモートツアーの実施 

（実施日：10/23、委託先：大学生協事業連合、 

  当日参加：148名） 

【指標の状況】 
《過年度》 
・平泉町、一関市及び奥州市の観光入込客数（延べ人数）（万
人回） 

  現状値 2019 2020 2021 2022 

目標  580.8 587.8 － － 

実績 567.5 590.7 338.1 － － 

現状値は2017年の値 
 

《後年度》 
・平泉町、一関市及び奥州市の観光入込客数（延べ人数）（万
人回） 
（令和４年９月確定見込み）      概ね達成 

 現状値 2019 2020 2021 2022 

目標  － － 391.4 600.2 

実績 338.1 － － 321.6 － 

現状値は2020年の値 
 

  
【評価及び今後の取組の方向】 
①新型コロナウイルス感染拡大の影響が継続している
が、オンラインやＳＮＳの活用等、トレンドの変化も
取り入れながら事業を実施し、目標は概ね達成となっ
た。 

②コロナ収束後を見据え、観光資源の磨き上げや観光情
報の発信などを進める必要がある。 

 

・世界遺産連携推進実行委員会におけるアフターＤＣ等を

契機とした大型誘客の取組への支援を通じて平泉を核

とした誘客を強化 

・今後の観光需要の回復、トレンドの変化を見据え、地域

主体による観光コンテンツの磨き上げや新たな造成等、

持続可能な受入態勢の構築を支援 

 

 

 

・SNSやYoutube、各種誘客イベントでの情報発信 

・各種ＰＲツールをはじめ、市町・民間事業者との連携促 

 進 

に向けたアイディアの検討 

・地元団体、学生等との連携による情報発信の推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・平泉世界遺産ガイダンスセンターと東日本大震災津波伝

承館をゲートウェイとした旅行コースを核としながら、

県南と沿岸圏域の連携や情報共有を継続して実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・大学生を対象とした企業研修×観光旅行を現地で催行 
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令和３年度の取組状況・評価及び令和４年度の取組方針 

具体的 

推進方策 
令和３年度の取組内容(実施計画) 令和３年度の取組状況 

 

令和３年度の評価及び今後の取組の方向 令和４年度の取組方針 

①世界遺産「平泉

の文化遺産」を

核とした広域

的な周遊・滞在

型観光の促進

（つづき 

(3) 中京圏からの誘客拡大 

○食と観光を活用したＰＲを実施 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 管内市町・団体や県際地域と連携した

観光推進 

○市町・団体との連絡調整、東北ＤＣに

係る連携及び情報発信 

 

 

 

 

 

 

○釜石線沿線広域エリア活性化委員会

への参加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○岩手・宮城県際広域観光推進研究会に

係る連絡調整 

・社食フェアにおける観光ＰＲ 

 

 

 

・協力企業への訪問（11/5、２社） 

社食フェア運営会社(㈱魚国総本社)、FDA営業本部 

・岡﨑信金連携イベント「いわて日本酒&うまいものフ

ェア」におけるＰＲ（11/3～7） 

 

・県南広域圏観光担当者情報交換会等の実施 

（7/27/奥州合庁、12/13～17ｵﾝﾗｲﾝﾋｱﾘﾝｸﾞ） 

・南いわて観光マップの改訂（３万部） 

・南いわて商工相談支援ネットワークによる市町・商工

団体への情報発信（宿泊施設補助等コロナ支援施策、

東北ＤＣ情報等：53回） 

・西和賀応援企画の実施（頒布会11/30・1/26・3/15、

貨客混載便の運行12/3～3/25、盛岡駅12/3～5、奥州

合庁販売会12/10） 

 

・委員会総会への出席(4/27) 

・第１回担当者会議出席(11/26) 

 

 

 

※ ＳＬ銀河運行（8/21～12/5) 

・釜石線沿線広域エリア活性化委員会第１回情報交換会 

 (3/3 釜石市) 

・SL銀河パンフレット配布(3/中旬 管内総務センター、

東京事務所他) 

 

・幹事会開催（6/24 奥州合庁、12/10 平泉町役場） 

  構成機関：両県地方事務所全５団体出席） 

・研究会開催(10/19、2/21 ※ ｵﾝﾗｲﾝ開催） 

〔協議事項〕 

 ►ドライブマップ（電子版）の製作 

 ►研究会の今後の運営について 

（会長と事務局セットでの輪番制の導入等） 

書面協議結果：承認（21団体/23団体）⇒R４以降 

 

 ・これまでの企業とのつながりを生かし、中京圏の企業に

おける社食フェアを中心に観光情報の発信の取組を継

続 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・マイクロツーリズムのトレンドや新たな交通手段の開通

を契機とした、岩手・宮城県際地域の連携による観光振

興 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜活性化委員会の主な活動＞ 
東北ＤＣのぼりの制作・掲示、ＳＬ銀河ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄの制作・
配架、各地域でのおもてなし 

㈱豊田自動織機（5/24～6/16、6/7～11、1/20、1/26） 

㈱デンソー社食フェア（5/24～6/18） 

㈱アイシン社食フェア(11/8～12) 
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令和３年度の取組状況・評価及び令和４年度の取組方針 

具体的 

推進方策 
令和３年度の取組内容(実施計画) 令和３年度の取組状況 

 

令和３年度の評価及び今後の取組の方向 令和４年度の取組方針 

②国内外から

の観光客、

国際リニア

コライダー

（ＩＬＣ）

の研究者や

ビジネス客

等の受入に

係るホスピ

タリティ向

上 

(1) 外国人観光客等の受入推進 

○観光・宿泊施設を対象としたセミナーの

開催 

 

  ○観光宿泊施設緊急対策事業費補助金交付

事務 

 

・新型コロナウイルス感染症の影響により開催中止 

 

 

・観光宿泊施設緊急対策事業費補助金に係る関係機関へ

の周知・相談支援・補助金交付（募集期間 6/28～

12/28）：支出55件） 

《過年度》 
・県南圏域での宿泊者数（万人泊） 

 現状値 2019 2020 2021 2022 

目標  189.6 192.2 － － 

実績 185.4 230.5 167.8 － － 

現状値は2017年の値 
 

《後年度》 
・県南圏域での宿泊者数（万人泊） 
（令和４年７月確定見込み）              達成 

 現状値 2019 2020 2021 2022 

目標  － － 127.5 194.7 

実績 167.8 － － 182.5 － 

現状値は2020年の値 
 
【評価及び今後の取組の方向】 
①新型コロナウイルス感染拡大の影響が継続している
が、オンラインやＳＮＳの活用等、トレンドの変化も
取り入れながら事業を実施し、目標を達成することが
できた。 

②新型コロナウイルス感染症の収束後を見据え、今後も
宿泊施設の感染防止対策やワーケーション、マイクロ
ツーリズムに向けたコンテンツ整備について、継続し
て取り組む必要がある。 

・研修会の開催等、観光・宿泊事業者を対象とした経営

力向上を目的とした取組の実施 

③教育機関や

国際リニア

コライダー

（ＩＬＣ）

の関係者等

との連携に

よる海外と

の相互交流

の推進 

(1) 教育旅行を通じた台湾との相互交流の推

進 

○訪日教育旅行の受入学校における生 

徒間交流の支援 

・訪日教育旅行の受入実績校の活動支援等 

〔水沢第一高校〕 

台湾大理高級中学とのクリスマス交流（12月） 

を支援 

〔一関修紅高校〕 

  岩手大学の留学生（台湾人・香港人）との交流会開

催を支援（※コロナウイルス感染症感染拡大により

延期） 

【指標の状況】         
《過年度》 
・県南圏域での外国人宿泊者数（万人泊） 

  現状値 2019 2020 2021 2022 

目標  9.5 11.5 － － 

実績 6.4 10.1  2.0 － － 

現状値は2017年の値 
 

《後年度》 
・県南圏域での外国人宿泊者数（万人泊） 

（令和４年７月確定見込み）           未達成 

 現状値 2019 2020 2021 2022 

目標  － － 3.0 13.0 

実績 2.0 － － 0.8 － 

現状値は2020年の値 
 
【評価及び今後の取組の方向】 
①新型コロナウイルス感染拡大の影響により、外国人宿
泊者数は減少し、目標を達成することができなかった。 

②新型コロナウイルス感染症の収束後を見据え、訪日教
育旅行等、海外との相互交流の推進を図る必要がある。 

 

・新型コロナウイルス感染症の収束後を見据えて関係機

関から情報収集を中心に取組を実施 

・新型コロナウイルス感染症の収束状況を見て、一関修

紅高校と岩手大学の留学生との交流会開催を支援 
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令和３年度の取組状況・評価及び令和４年度の取組方針 

具体的 

推進方策 
令和３年度の取組内容(実施計画) 令和３年度の取組状況  令和３年度の評価及び今後の取組方向 令和４年度の取組方針 

④地域と連携し    

たスポーツツ

ーリズムの振

興 

(1) 地域のスポーツ資源とスポーツアク

ティビティの魅力の情報発信 

○地域のスポーツ資源やアクティビテ

ィのHPや観光情報SNSでの情報発信

（再掲） 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 東京2020オリ・パラ競技大会関連事業

の支援と市町の実施事業の支援 

○聖火リレー関連事業の支援 

○地域経営推進費による市町の支援 

 

(3) マラソン等連携事業など市町との連

携による地域の魅力づくりの支援 

○いわて県南レジェンドランナーズの

実施 

○県南広域スポーツ等連携実行委員会

での情報共有 

 

・いわてスポーツコミッションHP等でのスポーツイベン

トの発信（レジェンドランナーズ事業） 

・市町のスポーツアクティビティ情報を収集し、ラジオ

やSNSで発信（再掲） 

・アクティビティにかかる関係団体（NPOフォルダほか）

との意見交換（11/11、12/7） 

・サイクリングインフォメーションのHP掲載とリーフレ

ット配布（４月 50カ所、800枚）（再掲） 

・サイクリング・ウォーキングデジタルルートマップサ

イトによる情報発信（23コース）（再掲） 

・スポーツ＆健康づくり情報のチラシ作成、保健所出前授

業、工業クラブ等を通じて配布（９月末）（再掲） 

 

・聖火リレーイベントへの支援（6/18） 

・市町の機運醸成事業、ホストタウン、事前合宿事業の

支援(市町村地経費) 

・パラリンピック聖火採火式参加（8/12 西和賀） 

 

・いわて県南レジェンドランナーズ参加者募集（エント

リー数379名） 

・オンライン企画（５事業）実施、東北襷マラソンでの

ブース出展（6/26） 

・実行委員会（5/31、２月書面開催）、マラソン連携部

会（8/25）開催により、マラソン大会実施方針や市町

のスポーツ施策にかかる意見交換を実施 

・市町との意見交換（Ｒ４事業内容、マラソン大会開催

予定等）を実施（12/7～9） 

 

 【指標の状況】 
・スポーツ施設入場者数（万人）       やや遅れ 

 現状値 2019 2020 2021 2022 

目標  338 338 338 338 

実績 338 304 192 213 － 

現状値は2017年の値 
 
【評価及び今後の取組方向】 
① 新型コロナウイルス感染拡大の影響により、令和３年度もスポー

ツイベントの中止や施設の一時閉鎖が相次ぎ、スポーツ施設の利
用が減少したことから、目標を下回った。 

②市町と連携して地域のスポーツ資源の魅力を発信し、県民のスポー

ツへの参加促進と交流人口の拡大を図る必要がある。 

・管内のスポーツイベントやスポーツアクティビ

ティなど地域資源の魅力を市町や関係機関と連

携して発信 

・サイクリング・ウォーキングリーフレット等に

よる情報発信（再掲） 

 

 

 

 

 

 

 

 

・市町の意向を把握しつつ、大会やスポーツ合宿

の誘致を支援 

 

 

 

・いわて県南レジェンドランナーズなど市町と連

携した取組を実施 

・実行委員会での市町との情報共有及び意見交換 

⑤観光地へのア

クセス向上や

地域の魅力を

高めるための

道路整備の推

進 

(1) 高規格道路等を有効に活用し、県内各

地の観光地を周遊する道路の整備を推進 

・国道342号 白崖（一関市） 

・国道397号 小谷木橋（奥州市） 

・花巻大曲線 小倉山（西和賀町） 

・釜石遠野線 笛吹峠（遠野市） 

 

 

・全箇所において事業実施中 

・国道397号 小谷木橋が5/31に開通 

・国道342号 白崖が3/29に全線供用開始 

単位：m  

工区 R2まで R3 今年度末まで 

白崖 1,830 610 2,440 

小谷木 400 1,020 1,420 

小倉山 0 
(今年度はト

ンネル掘削) 
0 

笛吹 0 3,640 3,640 

完了路線 8,050 0 8,050 

計 10,280 5,270 15,550 
 

 【指標の状況】 
・観光地へのアクセス道路整備延長（ｍ）〔累計〕    達成 

 現状値 2019 2020 2021 2022 

目標  1,250  9,470 11,910 15,910 

実績 － 1,250 10,280 15,550 － 

 
 
【評価及び今後の取組方向】 
①適切な進捗管理により、計画以上に整備を進め、目標を達成す

ることができた。 

令和３年度供用：国道397号 小谷木橋 1,020m 

国道342号 白崖 610m、 

釜石遠野線 笛吹峠 3,640m 

供用延長計 5,270m 

②事業の着実な推進に向けて、適切な工事監督業務等により事業の進

捗管理を行う必要がある。 

 

・事業の着実な推進に向けた、適切な工事監督業

務等による事業の進捗管理 

（釜石遠野線 笛吹峠(遠野市)） 
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圏域の振興施策の

基本方向 
Ⅲ 世界遺産「平泉の文化遺産」をはじめ多彩な魅力の発信により多くの人々が訪れる地域 

重点施策 ７ 食産業のネットワークを活用し、交流人口の拡大を図ります 

〔基本方向〕 

「食と観光」の連携により、地域の魅力向上を図り、交流人口の増加を促進します。 

国内外での取引拡大に向け、各マーケットでの販売活動に加え、地域食材の地域内流通や消費者のニーズに応じた

販売方法に取り組む企業への支援を推進します。 

競争力向上のため、南いわて食産業クラスター形成ネットワークを活用した企業の連携ビジネスの創出や人材育成

を推進します。 

 

重点指標  現状値 2019 2020 2021 2022 重点指標の動きに対するコメント 

食料品製造出荷額

(億円) 

目標  
853 

（2018） 

861 

（2019） 

870 

（2020） 

879 

（2021） 

集計中（令和５年２月確定見込み） 

2020年（2019年）の実績は916億円とな

っています。 

今後も商談会等を活用した国内外への

販路拡大や企業力向上に向けて取り組

みます。 
実績 

837 

（2016） 

939 

（2018） 

916 

（2019） 
集計中 － 

〔基本方向の実現に向けた取組〕 

 ① 地域食材を生かした魅力的な地域づくりの支援と交流人口の拡大 

 ② 国内外への取引拡大の推進   

 ③ 「南いわて食産業クラスター形成ネットワーク」を生かした企業力向上の推進 
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令和３年度の取組状況・評価及び令和４年度の取組方針 

具体的 

推進方策 
令和３年度の取組内容(実施計画) 令和３年度の取組状況 

 

令和３年度の評価及び今後の取組の方向 令和４年度の取組方針 

①地域食材を生

かした魅力的

な地域づくり

の支援と交流

人口の拡大 

(1) 地域の特色ある食材を切り口とした体

験型イベント等の開催 

 ○旬彩ごほうびフェアの３市町から県南 

広域への展開 

 ○新たな食の誘客コンテンツイベント（シ 

ェフ交流ディナー）等の開催  

 ○着地型旅行商品造成に向けた取組 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 食のまちの核となる人材育成とネット 

ワーク強化 

○食のまちづくりチームの結成と人材育

成研修 

 

・旬彩ごほうびフェア開催（10月 奥州市、花巻市、遠

野市を追加 19店舗⇒29店舗に拡大 来客数29,546

人、フェアメニュー提供数1,999件） 

・旬彩ごほうびフェアPRのための取組（パンフ配布、

専用ＨＰ、Facebook、Instagram） 

・食の誘客コンテンツイベント内容検討及び実施 

に係る企画コンペ実施（7/28） 

・新型コロナ感染拡大に伴う食の誘客コンテンツ 

イベント実施方法見直し検討 

（※シェフ交流ディナー⇒食の誘客コンテンツ総合

検討会に変更） 

・食のまちづくり関係者打合（9/14） 

・食のまちづくりセミナーin西和賀開催（10/28  

 参加者31名） 

・食のまちづくりチーム候補者へのインタビュー、メ

ンバー選定 

・食のまちづくりセミナーで取り上げた地域食材（ブ

ラウンスイス種：乳肉兼用牛）のメニュー化について

チームワークショップ実施（12/9 生産者３名、飲食

店等７名） 

・県南食材を活用したオリジナルメニューの検討につ

いてワークショップ実施（1/31 飲食店３名、助言者

２名） 

・食のまちづくりチーム（研究会）の活動実績検討会

の実施（3/7 食クラ会員24名、講師、関係者等13名） 

【指標の状況】 
・地産地消イベント参加人数（人）               達成 

 現状値 2019 2020 2021 2022 

目標  14,400 19,200 24,000 28,800 

実績 － 43,222 30,168 29,546 － 

 

【評価及び今後の取組の方向】 

①新型コロナウイルス感染拡大の影響により、飲食店の利用者数は伸

び悩んでいたが、「新型コロナ感染対策認証制度」の認証店を対象と

し、多様なＰＲを連携させることにより、目標を達成することができ

た。 

②引き続き、県南地域における「食のまち」づくりを推進するため、「食」

を切り口とした情報の発信を強化し、ファンの拡大を図るとともに、

事業者連携を図りながら南いわてオリジナルの食の誘客コンテンツ

の造成を図る必要がある。 

・地域食材の活用を促進する「旬彩ごほうび

フェア」の広域展開 

・食クラネット専用ＨＰを活用した県南の食

材のＰＲの強化 

・県南地域の魅力ある食材の発掘・磨き上げ 

・南いわての食の体験メニューの造成 

②国内外への取

引拡大の推進 

(1) 商談会等を活用した販路拡大 

○県主催商談会への出展支援 

○仙台圏販路拡大事業の実施 

 ○中京圏社食フェアの開催支援 

 

・県主催商談会出展支援（6/7盛岡 31社参加、7/13名

古屋 ６社参加、11/10大阪 ６社参加、2/8仙台 11社

参加、2/16～18東京 11社参加） 

・岩手県産㈱との仙台圏販路拡大事業委託契約 

 ［期間Ｒ３.７.９～Ｒ４.３.11 

受託者：岩手県産㈱ 委託額：440千円］ 

（7/29㈱日本アクセス商談会 ８社出品、２月仙台

圏バイヤーモニタリング事業、20社41品） 

・㈱豊田自動織機社食フェア（5/24～6/16、6/7～11、1/20、

1/26） 

・㈱デンソー社食フェア（5/24～6/18） 

・アイシン精機㈱フェア（11/8～12） 

・魚国総本社訪問（11/5）※再掲 

・銀座「ロックフィッシュ」食材取引商談支援 

（6/6 エーデルワイン、一関ミート等） 

・輸出商社（㈱宇奥ジャパン）企業視察アテンド（7/1

～7/2 上閉伊酒造、世嬉の一酒造等） 

【指標の状況】 
《過年度》 

・商談会での取引成立件数（件） 

 現状値 2019 2020 2021 2022 

目標  105 110 － － 

実績 99 113 66 － － 

現状値は2017年の値 
 
《後年度》 
・商談会での取引成立件数（オンラインを含む）（件）概ね達成 

 現状値 2019 2020 2021 2022 

目標  － － 115 120 

実績 66 － － 104 － 

現状値は2020年の値 
 

【評価及び今後の取組の方向】 

①仙台圏バイヤーモニタリング事業など、新たな取組を展開しながら 

販路拡大を図り、前年度からは回復傾向がみられるものの、新型コロ

ナウイルス感染拡大の影響による商談会への参加企業数減に伴い、目

標は概ね達成となった。 

②引き続き、商談会の活用やバイヤー招聘等により、事業者の県内外 

における販路開拓を支援する必要がある。 

・県主催商談会への出展支援 

・国分東北㈱主催商談会出展など仙台圏バイ

ヤーを対象とした取引拡大支援 

・中京圏社食フェア開催支援 
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令和３年度の取組状況・評価及び令和４年度の取組方針 

具体的 

推進方策 
令和３年度の取組内容(実施計画) 令和３年度の取組状況 

 

令和３年度の評価及び今後の取組の方向 令和４年度の取組方針 

②国内外への取

引拡大の推進 

（つづき） 

(2) インターネット通販の取組拡大 

○インターネット通販参画支援セミナ

ー（ビジネス交流会での講演会）の開

催 

 

 

 

(3) 地域食材の輸出拡大 

○釜石港国際物流ルート構築実証実験 

 

（インターネット通販参画支援セミナー（２月）は中

止） 

・食クラネット会員の通販サイト参画状況の把握と南 

いわて食産業アドバイザー派遣の働きかけ 

 （アドバイザー派遣 延べ４回） 

 

・白金運輸㈱との実証実験委託契約及び参加企業募集

（４月～３月） 

 ［期間Ｒ３.４.19～Ｒ４.３.22  

受託者：白金運輸㈱ 委託額：1,320千円］ 

１回目（6/18出港、３社混載、上海・大連） 

２回目（8/18出港、４社混載、上海・大連・香港） 

３回目（12/4出港、１社リーファー、タイ） 

４回目（12/13出港、７社混載、大連） 

５回目（3/8出港、１社リーファー、上海） 

・実証参加に向けた調整（団体・企業訪問40社） 

・八戸市地域商社視察（6/14：㈱ファーストイン 

 ターナショナル、11/9： ㈱ロコラボ） 

・次年度の取組に向けた関係者協議（県、白金運輸、

ジェトロ、岩手県産 10月～） 

・花巻工業クラブでの実証事業ＰＲ（10/12） 

・㈱朝日通商（高松市）主催「瀬戸内グローカルラボ

（瀬戸内地域の地域商社）」オンラインセミナーへの 

 参加（11/1） 

・実証実験成果報告書とりまとめ（３月） 

【評価及び今後の取組の方向】 

①企業の輸出促進に向け、輸送費用の圧縮につながる県内港を活用し

た輸送ルートを構築し、次年度から白金運輸によるチャーター便運行 

が開始されることとなった。 

②県内港活用ルートの利用促進に向け、県内企業に対してコストメリ

ットをＰＲするとともに、輸出に関する総合窓口としての地域商社の

設立に向けて研究活動に取り組む必要がある。 

・Ｅコマース活用セミナーの開催 

・Ｅコマース研究会の運営によるネット通販

参画支援 

 

 

・釜石港国際物流ルート利用促進に向けたＰ

Ｒ推進 

・輸出促進地域商社設立研究会の運営による

海外販路開拓支援 

③「南いわて食産

業クラスター

形成ネットワ

ーク」を生かし

た企業力向上

の推進 

(1) 食クラネット連携体制の充実 

○運営委員会、定例総会、ビジネス交流

会の開催 

 ○ネットワークを活用した連携ビジネ

スの創出及び取引拡大の推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 個々の企業の経営課題への解決支援 

○専門家派遣事業（マーケティング、情

報発信、HACCP） 

○HACCP導入支援（保健所主催説明会等

の周知） 

・第１回運営委員会書面審議（5/13） 

・定例総会書面審議（6/1） 

・食クラネット課題別研究会設置に係る検討 

 

（ビジネス交流会の集合開催（２月）は中止） 

 

・ビジネス交流会集合開催中止に伴う実施方法の 

見直し検討 

・食クラネット運営委員会開催（10/18～22・３会 

場での分散開催） 

※課題別研究会、ビジネス交流会代替事業案（仙 

台圏バイヤーモニタリング）、専用ＨＰ構築に 

について運営委員と協議⇒了承、３月公開 

・食クラ会員に対し、課題別研究会、仙台圏バイヤー

モニタリング事業への参加企業募集（12/2 通知発

出、１月中に確定、20社41品） 

・第３回運営委員会（3/7） 

 

・専門家派遣(３月末現在)  

 マーケティング：18社、HACCP：２社、情報発信：４

社⇒計24社 

・保健所主催HACCPワークショップ開催支援 

（9/30：県南３社参加、10/27：県南５社参加、 

11/24：県南２社参加） 

・食クラネット専用ＨＰ構築（11月～３月） 

 

【指標の状況】 

・企業間連携プロジェクト支援件数（件）〔累計〕 達成 

 現状値 2019 2020 2021 2022 

目標  17 19 21 23 

実績 12 17 19 21 － 

現状値は2017年の値 

 

・ネットワーク組織参加団体数（団体）〔累計〕   達成 

 現状値 2019 2020 2021 2022 

目標  390 400 410 420 

実績 364 398 405 412 － 

現状値は2017年の値 

 

【評価及び今後の取組の方向】 

①ネットワーク組織の順調な拡大に伴い、企業間連携の動きも進み、目

標を達成することができた。 

②引き続き、ビジネス交流会の開催や専門家を講師とした課題別研究

会の運営に取り組み、連携体制の充実と企業力向上を支援する必要が

ある。 

 

・運営委員会、定例総会の開催 

・ビジネス交流会の開催 

・専用ＨＰによるネットワーク会員間の連携

と情報発信 

・食クラネット運営体制における企業間連携

のあり方検討 

 

 

 

 

・課題別研究会に係る専門家派遣（食のまち

づくり、Ｅコマース、輸出）※再掲 

・保健所と連携したＨＡＣＣＰ導入支援 
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圏域の振興施

策の基本方向 
Ⅲ 世界遺産「平泉の文化遺産」をはじめ多彩な魅力の発信により多くの人々が訪れる地域 

重点施策 ８ 文化芸術を生かした地域づくりを進めます 

〔基本方向〕 

世界遺産「平泉の文化遺産」を地域の財産として次世代に確実に継承していくために、その価値・理念の普及と県

内外への魅力発信を推進します。 

また、地域の民俗芸能や伝統工芸、歴史文化など次世代への継承に向けた取組を支援します。多様な文化芸術の創

作活動へ参加・鑑賞できる機会の提供等を推進するため、文化芸術活動への支援や、文化をめぐる新しい動向を踏ま

えた文化芸術の新たな魅力発信を推進します。 

国内外の観光客等が地域の文化芸術に触れ、親しみを持つことができるよう、地域の文化財や文化芸術活動の魅力

を伝える人材の育成を支援します。 

 

重点指標  現状値 2019 2020 2021 2022 重点指標の動きに対するコメント 

公立文化施設にお

ける催事数 (件） 

目標  574 580 586 592 
やや遅れ 

2021年の実績値は372件となっていま

す。 

今後も、伝統文化・民俗芸能の魅力発信

や文化芸術と触れ合う機会の創出に取

り組みます。 

実績 562 493 243 372 － 

〔基本方向の実現に向けた取組〕 

 ① 伝統文化・民俗芸能・伝統工芸等の魅力発信 

 ② 文化芸術と触れ合う機会の創出    

 ③ 地域の文化財や文化芸術活動の魅力を伝える人材の育成 
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令和３年度の取組状況・評価及び令和４年度の取組方針 

具体的 

推進方策 
令和３年度の取組内容(実施計画) 令和３年度の取組状況 

 

令和３年度の評価及び今後の取組の方向 令和４年度の取組方針 

①伝統文化・民俗

芸能・伝統工芸

等の魅力発信  

(1) 「平泉の文化遺産」の価値・魅力の発信 

 ○平泉の価値魅力発信のためのラジオ

ミニ番組の制作・放送及びＰＲ 

  ○平泉の価値や魅力発信のため制作し

た紙芝居動画の公開・広告、幼稚園等

での出前授業の実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 伝統産業の販路拡大促進や魅力発信 

 ○デザイン、販路拡大、商品開発等のセ

ミナー開催支援（再掲） 

○オープンファクトリー五感市実行委員

会に参画し、五感市の発展拡大を支援

（再掲） 

・ラジオミニ番組制作・放送（IBC委託： 13回シリー

ズ放送6/7～8/30、再放送11/21、28、12/5、オンデ

マンド放送6/10～3/31）、ミニポスター配布 

・ガイダンスセンター開館の周知（局ＳＮＳ、IBCラジ

オカー684中継11/24） 

・ガイダンスセンターＰＲ動画（研修会用に制作した

５分動画）の活用促進（平泉町観光協会へ提供） 

・紙芝居動画「みんな なかよし ひらいずみ」のお披

露目（平泉幼稚園）と県公式YouTubeチャンネルでの

公開（6/23）、各種ＳＮＳ等での情報発信 

・紙芝居動画のインストリーム広告（第１期：6/23～

7/22、第２期：11/20～12/19）再生回数：約17万回 

・管内小中へのラジオ番組及び紙芝居動画ポスター掲

出依頼及び幼稚園等への紙芝居動画活用依頼 

 

・いわて県南エリア伝統工芸協議会役員打合せ出席（再

掲） 

・ライブコマース入門セミナー（2/10）開催補助（再

掲） 

・五感市オンラインツアー（8/23）開催補助（再掲） 

・オープンファクトリー五感市実行委員会役員会への

出席、実施事業の調整（再掲） 

（オープンファクトリー周遊型は中止、中止に伴う

メッセージ動画等制作を補助） 

 

【指標の状況】 

《過年度》 

・世界遺産等の来訪者数（万人回）       

 現状値 2019 2020 2021 2022 

目標  221.5 224.5 － － 

実績 216.1 206.5  90.3 － － 

現状値は2017年の値 

 

《後年度》 

・世界遺産等の来訪者数（万人回）       

   概ね達成 

 現状値 2019 2020 2021 2022 

目標  － － 90.3 229.3 

実績 90.3 － － 78.9 － 

現状値は2020年の値 

 

【評価及び今後の取組の方向】 

①新型コロナウイルス感染拡大の影響により、インバウンドを中心

に観光客が大きく減少したが、県内外への情報発信に取り組み、

目標は概ね達成となった。 

②引き続き、新型コロナウイルス感染拡大の状況を見ながら、関係

機関と連携して平泉の文化遺産の価値と魅力を発信し、交流人口

の拡大を図る必要がある。 

・紙芝居動画ＤＶＤなどを活用し、平泉文化の

価値と魅力の普及のための情報発信を引き続

き実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・デザイン、販路拡大、商品開発等のセミナー

開催支援（再掲） 

・オープンファクトリー五感市実行委員会に参

画し、オープンファクトリー五感市開催のほ

か、通年での製作体験受入れの取組等を支援

（再掲） 

 

②文化芸術と触

れ合う機会の

創出  

(1) 伝統文化・民俗芸能の魅力発信や文化

芸術と触れ合う機会の創出(再掲) 

○県文化芸術コーディネーター（ＣＤ）

設置による相談、情報収集・発信等へ

の支援 

 ○若者文化振興事業費補助金による文

化芸術活動の支援と機会の創出 

 

 

 

 

(2) 文化芸術ＣＤ、関係機関のネットワー

ク強化と研修会等の開催 

 ○文化ホール催事企画の充実に向けた

研修会を開催 

 

 

(3) 文化芸術への参加意欲の醸成と情報

発信 

 ○「いわての文化情報大辞典」等での情

報発信 

・県文化芸術ＣＤによる文化団体や施設の活動支援：

３月末時点20件（法人設立、教室開催、文化施設活

用方法等の相談対応等） 

・ＣＤ制度の関係機関への周知・活用依頼（７月） 

・補助事業実施希望者公募・決定 

交付決定額：1件 831千円 

交付対象者：いわて県南アートプロジェクト 

内容：能楽と古流武術体験講座 

 

 

・文化芸術活動支援ネットワーク会議の開催 

（第１回９/30:17名 第２回10/28:14名 文化ホール

のあり方やプログラム企画立案の研修・グループワ

ークをオンラインで実施） 

 

 

・「いわての文化情報大辞典」や振興局のＳＮＳ等で

の情報発信(12月末現在:大辞典ＦＢ投稿 83件) 

【指標の状況】 

・文化施設入場者数（千人）         未達成 

 現状値 2019 2020 2021 2022 

目標  
85.4 

(2018) 

86.3 

(2019) 

87.2 

(2020) 

88.1 

(2021) 

実績 84.5 96.2 73.7 15.5 － 

現状値は2017年の値 

 

・文化芸術活動研修会参加者数（人）〔累計〕  達成 

 現状値 2019 2020 2021 2022 

目標  25 50 75 100 

実績 － 29 63 94 － 

 

 

【評価及び今後の取組の方向】 

①新型コロナウイルス感染拡大の影響により、文化施設入場者数に

ついては、令和３年度も施設の一時閉鎖や催事の中止が相次ぎ、

目標を達成することができなかった。 

研修会参加者数については、コロナ禍での企画力向上をテーマに

オンラインで開催し、目標を達成することができた。 

②引き続き、文化芸術コーディネーターと連携し、文化施設等の催

事力の向上支援と情報発信を行いながら県民が文化芸術に触れる

機会を創出する必要がある。 

 

・文化芸術コーディネーター等関係機関と連携

した活動支援と情報発信を実施（再掲） 

・管内の団体や関係機関への新型コロナ対策関連

を含む支援情報の提供（補助金等支援制度の周

知）（再掲） 

・管内の団体や関係機関のネットワークの強化

や次世代育成・継承のための研修会を開催す

るなど人材育成の取組を継続 
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令和３年度の取組状況・評価及び令和４年度の取組方針 

具体的 

推進方策 
令和３年度の取組内容(実施計画) 令和３年度の取組状況 

 

令和３年度の評価及び今後の取組の方向 令和４年度の取組方針 

③地域の文化財や

文化芸術活動の

魅力を伝える人

材の育成 

(1) 地域の文化財や文化芸術活動の魅力

を伝える人材の育成 

 ○ボランティアガイド研修会等の開催 

 

 

・ 研修会内容検討のための関係団体や講師との調整

（文化振興課、ガイド団体、講師２名ほか） 

・「東北に広がる奥州平泉とこれからの平泉文化」を

テーマにスキルアップ研修会をオンライン開催

（11/26 オンライン参加34名）、ＤＶＤ貸出による

研修内容の周知（視聴申込16団体・視聴者数90名） 

 

【指標の状況】 

・講習会参加者数（人）〔累計〕       概ね達成 

 現状値 2019 2020 2021 2022 

目標  50 100 150 － 

実績 － 57 103 137 － 

 

 

【評価及び今後の取組の方向】 

①新型コロナウイルス感染拡大防止のため、オンラインにより開催

し、目標を概ね達成することができた。 

②今後も地域の歴史文化、魅力を伝える観光ガイド等への情報提供

を継続する必要がある。 

 

・観光ガイド等への歴史・文化芸術関係情報の

提供を継続 
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圏域の振興施策

の基本方向 
Ⅳ 米・園芸・畜産や林業などの多様な経営体が収益性の高い農林業を実践する地域 

重点施策 
９ 企業的経営体が中心となった収益性の高い産地の形成と協働・連携による農村地域の活性化を

進めます 

〔基本方向〕 

地域農業をけん引する企業的経営体を育成するため、認定農業者等の経営力の向上や規模拡大の取組等を促進する

とともに、ほ場整備等を契機として、農地の集積・集約化などによる効率的な地域営農体制の構築を支援するほか、

将来の産地を担う新規就農者の確保・定着を図ります。 

また、収益性の高い産地形成を進めるため、県オリジナル水稲新品種のブランド確立や、園芸・畜産の大規模経営体

の育成、労働力の安定確保等を図るとともに、安全・安心で高品質な農畜産物の生産や一層の高付加価値化に向けた

６次産業化等を促進します。 

さらに、農村地域でのいきいきとした暮らしの継承に向け、小規模兼業農家も参加した地域ビジョン等の作成とそ

の実現に向けた実践活動のほか、企業との協働・連携活動、都市住民等との交流など、農村資源の保全や活用による

地域づくりの取組を促進します。 

 

重点指標  現状値 2019 2020 2021 2022 指標の動きに対するコメント 

農業産出額（億円） 

目標  
976 

（2018） 

979 

（2019） 

983 

（2020） 

987 

（2021） 

達成 
2021年（2020年）の実績値は1,032億円とな
っています。 
今後も産地をけん引する企業的経営体の育
成等により収益性の高い産地形成を図り、
産出額の拡大に向けて取り組みます。 実績 

974 

（2016） 

1,033 

（2018） 

1,030 

（2019） 

1,032 

（2020） 
－ 

〔基本方向の実現に向けた取組〕 

 ① 産地をけん引する企業的経営体の育成  

 ② 競争力の高い米産地の育成   

 ③ 園芸産地の生産構造の強化 

 ④ 畜産経営の生産性向上と規模拡大の促進 

 ⑤ 農畜産物のブランド化・高付加価値化の促進 

 ⑥ 協働・連携による農村地域の保全・活性化 

 



 

 

令和３年度の取組状況・評価及び令和４年度の取組方針 
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具体的 

推進方策 
令和３年度の取組内容(実施計画) 令和３年度の取組状況  令和３年度の評価及び今後の取組方向 令和４年度の取組方針 

① 産地をけん

引する企業

的経営体の

育成 

(1) 地域農業マスタープランの実質

化・実践及び圃場整備事業による

生産基盤の整備、農地の集積・集約

化 

○地域農業マスタープランの実践

促進 

○ほ場整備事業等による生産基盤

の整備 

○農地中間管理事業を活用した農

地の集積・集約化の促進 

・実質化した地域農業マスタープラン（162プラン：花巻38、遠野

11、奥州51、一関62）の実践に向けた地方推進会議等の開催 

・工事が完了した農地の引き渡し(180ha: 花巻15ha、奥州145ha、

一関38ha)、地元説明会や事前審査会の実施、新規採択に向けた

調査計画の推進 

・工事の発注（契約件数70/72件） 

建設関連業務委託の発注（契約件数100/100件） 

・ほ場整備地区営農推進サポートチーム会議等の開催（管内延べ6

回）、農地の集積・集約化を推進するためモデル地区（6地区：

花巻3、遠野1、奥州1、一関1）の設定 

〔集積状況(３月末):実績121.56ha、目標108.7ha〕  

・中心経営体である法人の今後の意向確認、農地中間管理事業等に

よる農地集積等に係るモデル地区への助言 

 【指標の状況】 

・水田整備面積（ha）〔累計〕           達成     

 現状値 2019 2020 2021 2022 

目標  13,569 13,785 14,003 14,210 

実績 13,056 13,518 13,766 14,077 － 

現状値は2017年の値 

 

【評価及び今後の取組方向】 

①水田の大区画化、汎用化を図る水田整備については、早

期の発注と的確な進捗管理により、目標を達成すること

ができた。 

②生産コストの低減、高収益作物の導入及び農地利用集積・

集約化の促進等に向け、今後も水田整備を着実に推進す

る必要がある。 

 

・担い手の経営効率化に向けたスマート農業の普及

や機械・施設の導入支援等により、集落における地

域農業マスタープランの実践を促進 

・ほ場整備事業等による生産基盤の整備を促進 

・ほ場整備を契機とした農地集積・集約化による中心

経営体の育成や集落営農組織の法人化、園芸導入

等の経営の高度化を支援 

・農地中間管理機構との連携により、地域農業マスタ

ープランに位置付けられた中心経営体への農地の

集積・集約化を促進 

 

 

 

 

(2) 企業的経営体の育成や集落営農

組織等の法人化や経営の高度化 

○企業的経営体※の育成に向けた

支援 

※ 販売額概ね3,000万円以上

又は所得概ね1,000万円以

上の経営体（集落型法人等

含む） 

○集落営農組織の法人化の促進と

経営の高度化の支援 

 

・重点指導農業者の選定及び意向確認、支援経営体候補リストの更

新 

・企業的経営体育成候補を選定、個別指導の実施（60経営体655回） 

と実績評価 

 

・専門家と連携した課題解決指導の実施により、１経営体が法人化

（奥州） 

・経営発展研修会の開催（10/27、11/8、12/15） 

・重点支援集落営農組織に対する法人化や園芸導入等の支援 

 

・集落営農組織４組織(奥州:農事組合法人 小山東、農事組合法人 

南津田イレブン、農事組合法人 おらほ、農事組合法人 北下幅)

が法人化 

(Ｒ３目標19組織〔Ｒ２累計実績171組織、Ｒ２法人化９組織〕)  

・集落営農組織の法人化推進研修会、集落営農法人情報交換会等の

開催(４地域33回)、相談窓口の設置 

 

【指標の状況】 
・企業的経営体の育成数（経営体）〔累計〕    達成 

 現状値 2019 2020 2021 2022 

目標  34 42 63 70 

実績 19 51 61 72 － 

現状値は2017年の値 

・集落型農業法人数（法人）〔累計）     概ね達成 

 現状値 2019 2020 2021 2022 

目標  173 182 190 200 

実績 148 167 171 177 － 

現状値は2017年の値 
 

【評価及び今後の取組方向】 

①企業的経営体については、今後育成すべき経営体を追加

選定し、農家カルテ等による課題の共有と解決支援によ

り、目標を達成することができた。 

また、集落営農組織の法人化については、研修会や個別

相談会等の開催や専門家の支援により、目標は概ね達成

となった。 

②農業経営体数の減少が続く中、引き続き産地をけん引す

る企業的経営体の育成や、基盤整備後の担い手となる集

落営農組織の法人化を進める必要がある。 

 

・若手経営者の経営改善意識向上・発展に向けた研修

会等の開催や、いわて農業経営相談センターとの

連携等による育成対象経営体※支援 

・農地の集積・集約や機械・施設等の整備等の支援 

 

※企業的経営体の育成対象は、現状の所得額に

こだわらず、中長期経営計画等において、企

業的経営体レベルを目指している意欲的な

経営体を選定 

 

・集落営農組織の経営発展段階に応じた法人化の支

援法人間の連携促進、経営多角化の取組等の支援 

・課題解決を図る研修会等の開催による、経営の高度

化の支援 

 



 

 

令和３年度の取組状況・評価及び令和４年度の取組方針 

38 

 

具体的 

推進方策 
令和３年度の取組内容(実施計画) 令和３年度の取組状況  令和３年度の評価及び今後の取組方向 令和４年度の取組方針 

(3) 新規就農者の確保及び自立支援

や青年・女性農業者の活動強化 

 ○新規就農者の確保及び就農後の

自立支援 

 ○青年・女性農業者の活動強化や

ネットワーク化を支援 

・新規就農者確保のためワンストップ就農相談窓口等の設置、新規

就農現地見学会等の開催(相談者のべ105名、相談回数177回) 

・新規就農者の就農計画作成、達成に関する支援 

・オンラインを活用した新規就農相談窓口を設置(8月～隔月) 

・先進農家による新規就農者の技術習得支援 

(花巻３経営体、遠野１経営体、奥州１経営体・１名、一関19名) 

・マイナビ農林水産FEST仙台出展（12/11:相談者5名、奥州・一関） 

・女性グループ等に対する補助事業導入支援 

(幸せ創る事業・花巻５グループ、遠野２グループ) 

【指標の状況】 
・認定新規就農者数（人）〔累計〕       達成 

 現状値 2019 2020 2021 2022 

目標  62 92 118 145 

実績 20 60 94 143 － 

現状値は2017年の値 
 

【評価及び今後の取組方向】 

①認定新規就農者については、就農相談者が増えたことや

相談から就農後までの支援システムにより、目標を達成

することができた。 

②新規就農者は、毎年90人前後で推移しており、積極的に

情報発信や相談窓口体制の強化等により更に確保する必

要がある。 

・産地リーダー等と関係機関等が連携して各地域に

整備されている協議会が中心となり、技術・経営指

導を実施 

・就農準備から就農後フォローアップまでの『就農支

援システム』により早期自立を支援 

・県内外の就農相談フェアへの参加による情報発信 

・相談対応力向上のための研修会の開催等による就

農相談窓口機能の強化 

・農業従事者の高齢化に対応した、経営資源や技術の

事業承継の取組を支援 

・交流会や研修会の開催等による、青年・女性農業者

の活動強化やネットワーク化の支援 

② 競争力の高

い米産地の

育成 

      

(1) 新品種等県産米の早期ブランド

確立 

○「金色の風」、「銀河のしずく」

等の高品質・良食味米生産体制

強化 

 ○生産販売・流通体制の構築支援 

 ○その他(江刺金札米関連) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・「金色の風」面積244ha(Ｒ２:275ha)、経営体数145経営体(Ｒ２:164) 

「銀河のしずく」面積561ha(Ｒ２:451ha)、経営体数186経営体(Ｒ

２:170)(集荷数量は集計中) 

・「金色の風」「銀河のしずく」栽培研究会の活動支援（巡回指導、技術情

報の発行等）、栽培実証圃(5ヶ所:遠野１、奥州４)の設置 

・「金色の風」栽培研究会現地研修会（奥州・一関合同、7/14、34名参加）、

適期肥培管理を促進 

・「銀河のしずく」生産者マイスターの登録（5名・花巻） 

・首都圏米穀専門店２業者と「銀河のしずく」生産者マイスター・ＪＡと

のリモート産地交流会を開催（10/29、1/25）、「銀河のしずく」おにぎり

配布ＰＲを実施（12/8、花巻空港）、おにぎりを切り口とした神奈川県

米穀店とのＰＲの実施(3/1～3/20)、「銀河のしずく」ＰＲ動画が完成（１

月末）、花巻農業応援隊フェイスブックに掲載（2/4） 

・「金色の風サポーター」の登録（83名、うち新規 11名）と PRグッ

ズ送付による新米 PR協力依頼 

・レベルアップ検討会（６回：4･6･7･8月、12/17、1/25）、及びオ

ンライン意見交換会の開催（6/23、28名参加・うちサポーター６

名） 

・「金色の風サポーター」15 名を対象に調製方法を見直ししたＲ

３年産米求評用サンプルを送付（9/28）、求評結果を情報共有

（12/17） 

・関係機関と連携し「金色の風」新米を飲食店や学校給食に提供

（11/4～6、２店舗・１小学校）及びひらいずみ産業まつりでＰ

Ｒ（11/7）、集客に向けタウン誌へ記事掲載（10/28発行） 

・「金色の風」「銀河のしずく」を活用した食農教育（１中学校） 

・「江刺金札米」が 100周年を迎えたことから江刺金札米 100周年記念行

事実行委員会によるプロジェクトを実施 

(「江刺金札米学会」シンポジウム:11/19、約50名 オンライン約90名、 

 江刺金札米100周年記念博物館:11/20～3/27、於えさし郷土文化館) 

・取組状況の報告のため、実行委員長等による知事表敬を実施(12/13) 

・県庁地下食堂における「江刺金札米」の提供(12/20～28、140食／日)、   

いわて江刺金札米全国送料無料キャンペーンへの協力（デスクネッツの

インフォメーションに掲載） 

・シンポジウムの動画公開（3/7） 

 【指標の状況】 
・米のオリジナル新品種販売数量（トン） 概ね達成  

 現状値 2019 2020 2021 2022 

目標  3,170 3,700 4,308 4,871 

実績 1,738 3,136 3,393 3,825 － 

現状値は2017年の値 
 

【評価及び今後の取組方向】 

①「金色の風」の作付面積は拡大しなかったものの、「銀

河のしずく」の作付面積が拡大したこと、栽培管理指導

等により単収は向上し、目標は概ね達成となった。 

②高品質・安定生産体制の強化やブランド化、単収向上等

によるオリジナル新品種の作付面積拡大を進める必要が

ある。 

 

 

・現地展示・実証ほの設置や現地研修会の開催 

・栽培研究会等への栽培マニュアルの遵守指導によ

る高品質・良食味米の生産体制の強化。特に、金色

の風について、品質のばらつき軽減を支援 

・金色の風では首都圏米専門店等のサポーターを対

象とした産地ツアー等、銀河のしずくでは生産者

マイスターによる首都圏米穀専門店におけるＰＲ

活動等の実施による、認知度向上とブランド確立

の推進 

・各種イベント等を利用した消費者等へのＰＲ、地元

飲食店及び学校給食との連携等による、県産米ブ

ランド応援意識の醸成 

・多様なニーズに対応できる産地の構築 
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具体的 

推進方策 
令和３年度の取組内容(実施計画) 令和３年度の取組状況  令和３年度の評価及び今後の取組方向 令和４年度の取組方針 

(2) 低コスト技術の普及拡大及びス

マート農業技術の導入促進、水田

における土地利用型作物の生産性

向上 

○低コスト生産技術の普及促進 

○スマート農業技術の導入促進 

○土地利用型作物等の生産性向上

支援 

○主食用米以外の品目への作付転

換推進 

 

・低コストモデル経営体(4経営体、奥州 2、一関 2)の選定、栽培技

術、経営管理等指導  

・直播等面積調査（９月）…486.1ha 

・Ｒ４年度次期モデル経営体の選定及び導入技術検討（12月～、一関２） 

・水位・水温センサーの設置（12ヶ所:花巻２、奥州５、一関５）、実証実

施（５月～９月）により省力支援 

・自動操舵トラクター(８台)、ブームスプレイヤー（１台）導入支援(一

関) 

・リモートセンシング技術等の活用による食味の向上、小麦(花巻)の刈取

適期判断 

・花北遠野地域スマート農業推進会議実績検討会の開催（書面、３月） 

・新たな土地利用型作物の実証圃設置 

（奥州６ヶ所:大豆５ヶ所、加工用ばれいしょ１ヶ所） 

・取引先との作付け拡大打合せ、新規収穫機械導入支援 

（奥州 ばれいしょ） 

・大豆乾燥調製施設竣工、10月下旬供用開始、小麦種子乾燥調製竣工（3/4）

（花巻） 

・４年度の作付転換を支援する国庫事業：水田リノベーション事業

（２協議会）、麦・大豆生産性向上事業（９経営体）の要望提出 

 

 【評価及び今後の取組方向】 
①低コストモデル経営体の米生産費10,000円/60kg超の見

込み（一関）である。 

また、水位・水温センサーの設置やドローンの活用によ

る省力化等の実証により、大規模経営体におけるスマー

ト農業への関心が高まっている。 

②米価下落を受けて、主食用米以外の品目への作付転換、

生産性向上による所得を確保する必要がある。 

 

・大規模経営体への低コスト技術導入に向けた研修

会の開催や実証試験の実施等による乾田直播等省

力技術の普及拡大 

・水位・水温センサーの活用による省力管理等、スマ

ート農業技術の体系的な実証による、経営規模や

ほ場条件に応じたスマート農業技術の導入促進 

・米以外の土地利用型作物の生産性向上による所得

確保の支援 

・集落営農組織等への技術指導や、暗渠排水の整備等

のほ場整備を進め、水田を活用した麦・大豆・たま

ねぎ・じゃがいも等の導入・拡大を推進 
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具体的 

推進方策 
令和３年度の取組内容(実施計画) 令和３年度の取組状況  令和３年度の評価及び今後の取組方向 令和４年度の取組方針 

③園芸産地の生

産構造の強化 

 

(1) 産地の中核を担う経営体の経営

拡大促進 

 ○施設園芸団地や土地利用型団地

の形成促進、大規模経営体の育

成 

○スマート農業技術の導入等によ

る生産性向上支援 

○労働力の安定確保体制の構築 

 

 

 

・「いわて型野菜トップモデル産地創造事業（県単）」により整備

された６団地(ピーマン、トマト、たまねぎ、ねぎ)に係る各産地

の集中支援チームによる栽培管理指導の実施 

・重点園芸品目の系統販売数量・額(t、千円):R4.2月末現在 

 実  績 前年同期 前年対比 

数量 金額 数量 金額 数量 金額 

トマト 

ミニトマト 
2,608 854,715 2,507 911,279 104% 94% 

ピーマン 4,603 1,501,825 4,182 1,923,226 110% 78% 

たまねぎ 187 13,265 207 14,196 90% 93% 

ねぎ 763 183,058 780 224,135 98% 82% 

 

・６団地の取組状況について(上段:面積 ha、下段:販売額 千円) 

 

※Ｒ３実績数値は10月現在 
Ｒ２ Ｒ３ 

目標 実績 目標 実績 

花北地域園芸産地協議会

(ピーマン) 

23.3 

402,767 

24.3 

518,736 

26.3 

467,568 
集計中 

遠野地域ﾋﾟｰﾏﾝ産地協議会

(ピーマン)  

4.22 

69,306 

5.2 

136,262 

4.22 

69,306 

5.60 

114,184 

奥州金ケ崎施設園芸協議会

(ピーマン) 

36.3 

577,220 

37.0 

810,888 

37.6 

599,440 
集計中 

一関地域園芸産地協議会

(トマト・ピーマン)  

 

206,000 

 

212,000 

 

250,000 

 

199,000 

花巻地域園芸産地協議会

(たまねぎ) 

31.8 

67,775 

16.0 

6,001 

40.5 

90,187 
集計中 

江刺地域園芸産地協議会

(ねぎ) 

10.7 

65,912 

6.5 

20,709 

15.0 

96,600 
集計中 

 

・ねぎ排水対策実証圃の設置(奥州１ヶ所)、実演会開催(4/15、40

名) 

・若手野菜経営体に対する技術・経営の重点指導（随時） 

・環境モニタリングシステム機器導入のため事業活用や環境制御

機器を整備した農家の管理指導の実施 

・パワーアシストスーツによる果樹作業の省力化実証（花巻） 

・ＪＡ無料職業紹介所等の求人募集の周知や雇用情報等の提供 

・農福連携による農作業実証や農福連携支援員による農家と福祉

事業所等のマッチング 

(福祉事業所８施設(Ｒ３新規４施設)、受入農家等14経営体(Ｒ３

新規６経営体)、契約数16件(Ｒ３新規契約数７件) 

 【指標の状況】 

・重点園芸品目の系統販売額（百万円/年） 
 （令和４年６月頃確定見込み）      概ね達成 

 現状値 2019 2020 2021 2022 

目標  4,754 4,836 4,918 5,050 

実績 4,580 4,931 5,242 4,283 － 

※トマト、きゅうり、ピーマン、なす、アスパラガス、ねぎ、
りんどう、小ぎくの合計 

現状値は2017年の値 
 

【評価及び今後の取組方向】 

①団地化と単収技術向上等の支援によりピーマン等果菜類
では出荷量は増加したが、単価安により、目標は概ね達
成となった。 

②規模拡大した農家への継続した栽培管理や経営管理能力
向上支援をする必要がある。 

 

【指標の状況】 
・販売額1,000万円以上の園芸農家戸数（戸）   概ね達成 

 現状値 2019 2020 2021 2022 

目標  84 86 89 92 

実績 81 77 96 85 － 

現状値は2017年の値 
 

【評価及び今後の取組方向】 

①単収改善が進んだが販売単価が低く推移したことによ
り、目標は概ね達成となった。 

②産地の生産性向上に向けた栽培の省力化や単収向上を引
き続き支援する必要がある。 

 

・関係機関・団体等から構成される「地域集中支援チ

ーム」等による重点支援、生産性向上に向けた機械・

施設等の整備支援による、産地の中核を担う大規模

経営体の育成 

・特に若手経営体への集中的な総合支援の実施 

・環境制御技術等のスマート農業技術の導入促進や作

業工程等の改善指導による、生産性の向上や規模拡

大の促進 

・農福連携を志向する農業者と福祉施設のマッチング

や各種連携の優良事例の共有化の推進 

・地域のワークシェアの検討による、短期雇用など労

働力確保及び就労体系の確立を支援 

・外部専門家による作業工程等の改善指導、農業経営

者の雇用導入に係るスキルアップ研修会等の開催

による、規模拡大に向けた安定的な労働力の確保 

 

(2) 果樹・花きの実需者ニーズに対

応した生産出荷等による産地拡大 

○産地リーダーが主体となった園

芸品目毎の実践プランの取組を

支援 

○花き・園芸の実需者ニーズに対

応した品種構成等の見直しや生

産性向上の支援 

・産地支援行動計画に基づき、産地リーダーが主体となった園芸品

目米の実践プランの取組を支援 

・重点園芸品目(トマト、きゅうり、ピーマン、なす、アスパラガ

ス、ねぎ、りんどう、小ぎく)等に係る栽培指導会(随時)、難防

除病害虫対策検討(随時)等による支援 

・りんごジョイント栽培実証圃設置(奥州1ヶ所) 

 

 【評価及び今後の取組方向】 
①実証圃の設置による難防除病害虫対策検討等により、各展

示圃について、病害発生がおおむね低く抑えられるなど効

果が見られた。 

②果樹・花きの実需者ニーズに対応した安定出荷に向け、品

種構成や作型の見直し、計画的な新改植等を引き続き促進

する必要がある。 

・産地支援行動計画に基づき、産地リーダーが主体と

なった園芸品目毎の実践プラン等の取組を支援 

・品種構成や作型の見直し、計画的な新改植等の促進、

生産性向上に向けた機械・施設等の整備を支援 
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具体的 

推進方策 
令和３年度の取組内容(実施計画) 令和３年度の取組状況  令和３年度の評価及び今後の取組方向 令和４年度の取組方針 

④畜産経営の生

産性向上と規

模拡大の促進 

 

(1) 担い手の生産性向上 

○新技術の導入や飼養管理方式の

改善を支援  

○素牛導入、施設整備等による生

産基盤の強化 

○牛伝染性リンパ腫等の感染防止

体制整備、暑熱ストレス低減の

技術普及 

 

・管内「いわて牛」、子牛出荷状況 ※釜石、大槌含む 

上段:県南 

下段:全県 

Ｒ２ Ｒ３ 

頭数 平均価格 頭数 平均価格 

いわて牛出荷頭数 3,526 

5,367 
－ 

883 

1,229 
－ 

子牛市場 

※価格は税込み（円） 

6,271 

18,860 

674,021 

660,869 

6,111 

18,188 

723,507 

713,656 

 

・酪農・肉牛サポートチームによる飼養管理等改善指導(随時) 

 分娩間隔短縮４/４戸（肉牛）、乳量向上３/３戸（酪農） 

・畜産公共事業等を活用した施設整備や家畜導入の支援 

〔草地基盤整備事業:奥州、生産基盤拡大加速化事業(繁殖・肥育素

牛導入):奥州、畜産クラスター事業:一関〕 

・乳房炎ワクチンの活用を管内全域に支援し、新たに3経営体が取

組開始(ワクチン活用農家 奥州５経営体) 

・牛伝染性リンパ腫の対策を行うモデル農家(一関4経営体)、公共

牧場(奥州・一関)、キャトルセンター(奥州)への分離飼養等の指

導（防虫ネット設置、アブキャップ設置、アブジャケット着用） 

 【指標の状況】 
・繁殖牛20頭以上の経営体数（経営体）   概ね達成  

 現状値 2019 2020 2021 2022 

目標  163 167 167 172 

実績 158 164 163 157 － 

現状値は2017年の値 
 
【評価及び今後の取組方向】 
①サポートチームによる飼養管理支援やキャトルセンター
の活用により、目標は概ね達成となった。 

②担い手の生産性向上を図るため、肥育素牛確保、粗飼料
生産・供給体制の強化や、牛伝染性リンパ腫感染予防と
して分離飼養等の普及啓発に引き続き取り組む必要があ
る。 

・サポートチームによる定期巡回指導やＩＣＴ等新

技術の導入支援による分娩間隔の短縮等の実施 

・生産性を阻害する要因（牛伝染性リンパ腫等）の排

除に向け、感染防止の体制整備や暑熱ストレス低

減のための技術普及など飼養管理方式の改善を支

援 

・「全国和牛能力共進会inかごしま」への出品農家の

支援や肉用牛改良・育成技術に係る先進地研修の

実施により、管内和牛子牛の評価向上を図る 

・素牛導入や施設整備等による生産基盤強化の支援、

経営力向上に係る研修会開催による、担い手農家

の規模拡大支援 

 

 

 

 

 

 

(2) 外部支援組織の強化・有効活用 

○キャトルセンターの機能強化・

運営支援、公共牧場へのICT技術

促進等 

○良質な自給飼料確保のためのコ

ントラクター組織の育成・強化 

 

・地経費を活用した暑熱対策（遮熱シート設置）による牛房温度の

低減実証 

・キャトルセンター、公共牧場の飼養・衛生管理技術向上支援 

・良質な粗飼料を確保するための肥培管理･草地更新指導、受胎率

改善に向けた飼料設計支援(花巻・遠野・奥州・一関) 

・ＢＬＥタグによる放牧省力化支援、ドローンと人工知能を活用し

た、採草地の植生診断と改善対策（草地更新）の提案（奥州） 

・広域コントラクター（県農業公社）と地域コントラクターの作業

調整(作業スケジュールに合わせた品種選定、肥培管理、作業分

担:奥州) 

・地域コントラクラターの運営改善支援（収穫量調査、原価計算、

価格設定等:奥州） 

【評価及び今後の取組方向】 
①暑熱対策（遮熱シート設置）については牛房温度の低減に

より、人工授精頭数が増加する等、効果が実証された。 

また、キャトルセンター等への飼養・衛生管理技術向上指

導により、肥育素牛の増体が向上した。 

②外部支援組織の有効利用による担い手の規模拡大を促進

するため、キャトルセンター・公共牧場等の強化と有効利

用に引き続き取り組む必要がある。 

・キャトルセンターの機能強化、公共牧場の牧野管理

技術の向上等による運営支援 

・初妊牛の乳房炎対策や携帯式超音波画像診断器を

活用した受胎率向上対策等による収益力向上支援 

・「コントラクター等育成・強化プラン」に基づく、

コントラクターの課題解決、新規育成、連携・調整

等の取組支援 
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具体的 

推進方策 
令和３年度の取組内容(実施計画) 令和３年度の取組状況  令和３年度の評価及び今後の取組方向 令和４年度の取組方針 

⑤ 農畜産物の

ブランド

化・高付加

価値化の促

進 

 

 

 

(1) 農畜産物ブランドの評価向上 

 ○地域特産物のブランド化支援、

ＰＲ活動支援 

 ○ブランド化のためのGAP認証取

得、確認・登録の促進 

 

〔二子さといも(北上)〕 

・栽培面積19ha(R2:26ha)、出荷数量(集計中)t(R2:179t) 

・生産拡大に向けた栽培管理指導(随時)及び種芋確保のための貯

蔵方法の試験データを生産者向け情報紙に掲載し情報共有(6回) 

 

〔西わらび(西和賀)〕 

・栽培面積47.1ha(R2:45.7ha)、出荷数量22.9t(R2:24.8t) 

・ＧＩ認証申請に向けた関係機関打合せ12回、わらび選別等研修会

開催(5/31)、わらび原種圃設置(1ヶ所) 、生育巡回(8月)、わらび原

種圃・系統圃・施肥試験圃：調査指導11回、わらび餅の里づくり協

議会・餅加工試験打合せ等支援8回 

 

〔りんご(奥州)〕 

・栽培面積(R2):奥州ロマン501a(R1:450ha)、江刺ロマン193a 

・「奥州ロマン」「江刺ロマン」の品種特性把握実証圃の設置(2ヶ

所)、栽培マニュアル発行に向けた協議（JA江刺りんご部会品種栽

培班、8/6）、マニュアル原稿完成（12月） 

・県版GAP審査指導（奥州 団体2 個人12、教育1） 

・「金色の風」栽培研究会のASIAGAP(団体認証)に向けた農場個別

指導(計４回)、団体事務局指導(5/31) (一関) 

・GAP概要説明や研修会の開催(㈱エーデルワインや農事組合法人、

花巻農業高校、ばれいしょ農家等) 

 

■ＧＡＰ認証等取得状況 

GAP種類 花巻 遠野 奥州 一関 県南計 県計 

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ １   １ ２ ５ 

アジア   １ ２ ３ ３ 

JGAP ５ １ １ ６ 13 20 

県版GAP ７  13 ３ 21 52 

計 13 １ 15 12 39 80 
 

 【評価及び今後の取組方向】 
①・二子さといもについては、栽培面積が前年を下回った

ものの出荷量が前年を上回る見込み。疫病予防、害虫

防除の情報発信により本年度の疫病は確認されなかっ

た。 

・西わらびについては、新規作付面積増加するも高齢化

等による面積減があり、コロナの影響で収穫作業ボラ

ンティア中止となったことあり集荷数量は前年度を下

回った。ＧＩ登録については「青果」としての再申請を

進めており、進捗は順調。 

・「奥州ロマン」「江刺ロマン」については、栽培面積

は前年を上回り、Ｒ４は推奨品種として推進し作付け

予定増（奥州ロマン: Ｒ３：4ａ→Ｒ４：40ａ）である

が、今年度は凍霜害による結実量の不足、果実品質の

低下がみられた。 

②農畜産物ブランド力の向上に向け、関係機関・団体等と

連携したＰＲ・販売活動を展開するとともに、地理的表

示保護制度（ＧＩ）の活用等による評価向上の取組を引

き続き支援する必要がある。 

 

・「西わらび」や「金色の風」等、ブランド農畜産物

の安定的な生産体制づくりの支援、更なる認知度

向上や販路・需要拡大に向け、関係機関・団体等と

連携したＰＲ活動や販促活動を支援 

・農畜産品目のブランド化にとどまらず、他の地域資

源（食材や食文化、伝統工芸等）との連携による高

付加価値化の取組を推進 

・農業生産工程管理（ＧＡＰ）の認証取得や維持、確

認・登録の促進 

 

(2) 地域資源の高付加価値化 

 ○６次産業化及び起業化、経営改

善支援 

○産直の運営改善、食品衛生法改

正に伴う衛生管理の取組等の支

援 

・地元の食品企業等のニーズに対応した商品開発等の６次産業化

の取組支援 

花巻：ハコショウ食品 

   朝ごはんプロジェクト主要メンバーとの話し合い（11月） 

遠野：宮守川上流生産組合 

   ６次化支援センター支援案件として専門家派遣等支援実

施中（4月～3月） 

奥州：いさわ産直センター 

   多機能型事業所わかくさと連携したりんご加工作業開始

（12月～） 

一関：きんいろパン屋 

   専門家派遣実施（4月） 

アグリ平泉、きんいろパン屋関係者との話し合い（課題の

洗い出し等）（10月～11月） 

・６次産業化実践支援研修会（1/27→コロナにより中止、花巻） 

・食品開発基礎講座の実施(6～7月、計4回 のべ179人) 

・食品衛生法改正に係る産直・小規模向け研修会開催(遠野:4/7、

11/29・各21人、奥州:5/17・51人、一関:10/18、19・計51人) 

・農薬適正使用研修会(一関:11/29・9産直23名) 

 【指標の状況】 
・商品開発等の支援による６次産業化件数（件）〔累計〕 達成   

 現状値 2019 2020 2021 2022 

目標  3 6 14 17 

実績 1 5 14 19 － 

現状値は2017年の実績値 
 

【評価及び今後の取組方向】 
①個別相談会の開催やプランナー等の支援により、目標を
達成することができた。 

②農家の所得向上のため、地域資源の活用を促進するとと
もに、あらかじめ販路を見据えた商品開発を引き続き支
援する必要がある。 

 

・重点支援対象を取組モデルに位置づけるとともに、

６次化支援担当者のスキルアップ、実践者の発展

段階に応じた専門家派遣や研修会等を実施 

・既に６次産業化に取り組む事業者の経営課題の解

決を支援 

・産直施設の運営改善及び販売拡大に向けた専門家

派遣や運営改善研修会の開催、食品衛生法改正に

伴うＨＡＣＣＰに沿った衛生管理等の取組を支援 
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⑥ 協働・連携に

よる農村地

域の保全・活

性化 

 

(1) 企業や都市住民等と農村との協

働・連携による農村地域の活性化 

 ○中山間地域の活性化に向けた

「地域ビジョン」の作成・実践支

援 

 ○企業や都市住民等と農村との協

働・連携活動の促進 

 ○都市住民等と農村の交流促進 

 ○食文化・農村文化の維持・継承 

・「地域ビジョン」策定を志向する地区との打合せ実施2回、補助

事業の導入支援(奥州:新規策定１地区) 

・「世界・日本農業遺産」の再申請に向けた取組を通じた地域活性

化支援(奥州・一関) 

・束稲山麓地域世界農業遺産認定推進協議会の運営(総会（6/1）、

幹事会（5/21、3/18）) 

・世界農業遺産認定推進協議会企画推進室の開設(設置期間:7/26

～R4/3/31) 

・農村トラスト制度※への参加企業：０社 

 （新型コロナ感染症拡大の影響により、首都圏企業２社が今年度 

  の参加を見送り） 

  ※企業による応援型社会貢献プログラム  

・地域説明会の開催（３地区：10/28、11/2、12/2) 

・有識者等との意見交換会の実施（10/15、10/22） 

・地域活動団体による地域活性化の取組支援 

(赤生津地域活性化協議会、３市町物産販売促進委員会他) 

・農村トラスト制度ＰＲに係る委託契約（12/23） 

・各グリーンツーリズム協議会等の新型コロナ対応、県内からの受

入再開支援(花巻) 

・「FarmStayいわて奥州」ワークショップを実施（10/25、11/15、

11/29、12/13、1/14）、日帰り体験コンテンツをブラッシュアッ

プ 

・食の匠のＤＶＤ作成（遠野、花巻、奥州）、前年度作成したDVD

の図書館等への提供(花巻・遠野:3月に県立図書館へ提供、奥州: 

5/28提供。貸出実績は奥州市立図書館12回、各地区センター計78

回) 

 

 【指標の状況】 

・地域ビジョンに基づく実践活動実施集落（集落）〔累計〕 

概ね達成 

 現状値 2019 2020 2021 2022 

目標  11 13 15 17 

実績 6 10 11 13 － 

現状値は2017年の値 

 

【評価及び今後の取組方向】 

①農村地域活性化のため対象地域を重点的に支援したこと

により、目標は概ね達成となった。 

②地域ビジョンに基づき、活性化に取組む集落等の掘り起

しと実践の支援をする必要がある。 

また、農業遺産登録認定に向けた取組等により農村地域

の活性化を図るため、都市住民との協働や首都圏企業と

連携した地域活性化の活動等を引き続き支援する必要が

ある 

 

【指標の状況】 

・グリーン・ツーリズム交流人口（千人回）  やや遅れ  

 現状値 2019 2020 2021 2022 

目標  490 495 500 505 

実績 481 422 311 340 － 

現状値は2017年の値 

 

【評価及び今後の取組方向】 

①新型コロナウイルス感染拡大の影響により、旅行者が減

少したことから、目標を下回った。 

②コロナ収束後を見据えた支援を検討する必要がある。 

・小規模・兼業農家も参加して集落が作成する「地域

ビジョン」の実践の取組を支援 

・都市住民との協働や首都圏企業と連携した地域活

性化の活動等を支援 

・各地域グリーン・ツーリズム推進協議会における研

修会等の開催、地域の食材や食文化、農村文化や伝

統行事と各種体験を併せた企画等の提案により、

コロナ感染症収束後を見据えた受入団体等の取組

を支援 

・食文化や農村文化の維持継承に向け、食の匠の伝承

活動や継承者育成を支援 

 

 

(2) 地域協働による農村資源の維

持・保全 

 ○日本型直接支払制度の活用等に

よる地域の生産基盤、多面的機

能の維持・保全体制の構築 

 ○農業水利施設の防災減災対策や

補修・更新 

○総合的な鳥獣被害防止対策の取

組促進 

 

・日本型直接支払制度の実施手続き支援 

・農業水利施設の防災減災対策の円滑な実施 

・被害予測条件等の情報提供による防災重点ため池ハザードマッ

プ作成支援(R3作成事業認定74ヶ所:花巻15、奥州48、一関11) 

・各市町の鳥獣被害防止対策への助言、鳥獣被害防止総合支援事業

の円滑な実施に向けた計画書作成支援等 

・ドローンによるニホンジカ生息数調査（対象地区：遠野市小友町

11/30：県農業振興課） 

 【指標の状況】 

・地域共同活動による農地等の保全管理への参加人数（人/年）      

        達成 

 現状値 2019 2020 2021 2022 

目標  59,534 59,534 59,534 59,534 

実績 59,534 59,048 60,155 64,348 － 

現状値は2017年の値 

 

【評価及び今後の取組方向】 

①農業生産基盤である農地・農業用施設の維持・保全に向

けた地域協働による実践活動支援により、目標を達成す

ることができた。 

②地域協働による実践活動支援を継続していく必要があ

る。 

・日本型直接支払制度の活用や、集落戦略の作成、ア

ドプト協定に係る取組を支援 

・防災重点ため池の耐震診断やハザードマップ作成

支援、施設機能診断に基づく補修・更新 

・地域ぐるみによる侵入防止柵の設置、わなや一斉捕

獲等による駆除を組み合わせた総合的な被害防止

対策を支援 
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圏域の振興施策

の基本方向 
Ⅳ 米・園芸・畜産や林業などの多様な経営体が収益性の高い農林業を実践する地域 

重点施策 10 森林資源の循環利用により、林業・木材産業を振興します 

〔基本方向〕 

担い手の育成・確保及び先進的な技術の導入や、低コスト林業による森林資源の循環利用を進めるとともに、特用

林産物のブランド力の回復と販路拡大に取り組みます。 

重点指標  現状値 2019 2020 2021 2022 指標の動きに対するコメント 

木材生産額（百万円） 

目標  5,150 5,160 5,180 5,200 集計中（令和５年３月確定見込み） 

2020年の実績値は、コロナ禍による需

要停滞により素材生産を控える動き

がみられ、4,235百万円となっていま

す。 

今後も先進的な技術の導入や森林資

源の循環利用に取り組みます。 

実績 5,120 4,837 4,235 集計中 － 

〔基本方向の実現に向けた取組〕 

 ① 森林・林業の理解促進やイメージアップによる担い手の育成・確保 

 ② 森林施業の集約化の促進や情報通信技術（ＩＣＴ）の導入等による林業経営の効率化   

 ③ 低コスト林業の推進や未利用資源の有効活用による木材の安定供給 

 ④ 特用林産物の産地再生とブランド力の回復 

 ⑤ 地域に根ざした特用林産物の生産振興 
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令和３年度の取組状況・評価及び令和４年度の取組方針 

具体的 

推進方策 
令和３年度の取組内容(実施計画) 令和３年度の取組状況 

 

 

令和３年度の評価及び今後の取組方向 令和４年度の取組方針 

①森林・林業の理

解促進やイメ

ージアップに

よる担い手の

育成・確保 

(1) 森林・林業への理解醸成や就労者の確 

保 

〇講座や現場体験の実施 

〇苗木のスクールステイ実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 知識と技術を備えた現場技術者の育

成・確保 

〇技術研修の開催 

 

 

 

・花巻森組職場見学会の開催（花農：8/2 １名） 

・県就業支援員と情報交換（花巻：6/14、7/1、11/24） 

・県就業支援員主催の企業見学会への支援 

（花農１年31名：11/26 花巻森組） 

・県就業支援員の企業ガイダンスによる理解醸成（花巻：

中止） 

・職業学習のためのアンケート実施（奥州：６校） 

・職業学習のための学校訪問（奥州：３校） 

・森林・林業体験講座・現場体験（奥州：中止） 

・いわて林業アカデミー修了生と管内高校生等の懇談（遠

野：中止） 

・高等学校を対象とした森林・林業体験教室の実施（一関：

中止） 

・林業アカデミーオープンキャンパス参加（7/27、28 ５名） 

・林業アカデミー畑わさび研修支援(遠野：4/19) 

・森林教室・作業体験（奥州：10/14 １校、一関：10/15､11/1､

11/16 ２校） 

・R5全国植樹祭に向けた苗木のｽｸｰﾙｽﾃｲ(小学校対象)を通

じた森林環境学習の実施（花巻：１校、遠野：10校、一

関：２校） 

・R4職業学習等要望調査（奥州：2/10 ３校） 

 

・森林経営専門家派遣研修（県南：6/25） 

・伐木技術普及研修の開催 

遠野：9/28(9名)、花巻：10/26(3名)、奥州:11/25(6名）、 

一関：2/8(4名) 

・先進地事例調査（久慈）の実施（花巻：5/12、6/7） 

・林業労働力災害防止対策の徹底 

 現場指導実施（県南：8/10、30、9/7） 

・花巻森組労働安全研修会での指導（花巻：12/10） 

・労働災害防止集団指導会（1/19）での指導及び資料配付 

【指標の状況】  
・林業技能者数（人）〔累計〕          達成 

 現状値 2019  2020 2021 2022 

目標  180   190 200 210 

実績 163 182  193 212 － 

現状値は2017年の値 
 
【評価及び今後の取組方向】 
①学校の状況に対応した見学会、体験等の開催、各種研修
の実施等により、目標を達成することができた。 

②就労確保のため、学校等の状況に合わせた職業学習等を
支援していく必要がある。 
また、労働災害防止のため、指導の強化と伐木技術の向
上を図る必要がある。 

 

（1）森林・林業への理解醸成や就労者の確保 
【評価及び今後の取組方向】 

①学校の状況に対応した見学会、体験等の開催等により、
理解醸成を図ることができた。 

②就労確保のため、学校等の状況に合わせた職業学習等を
支援していく必要がある。 

 

 

 
 
 

（2）知識と技術を備えた現場技術者の育成・確保 

【評価及び今後の取組方向】 
①各現地機関において、伐木技術研修を実施し、伐木技術
の向上を図ることができた。 

②研修会や指導会を活用し、労働災害防止のため、指導を
強化する必要がある。 

 
 

・林業の担い手の育成と確保を図るため、高校生等に対す

る森林・林業への理解醸成や現場技術者の知識と技術の

向上の取組を推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（1）森林・林業への理解醸成や就労者の確保 

・林業アカデミーオープンキャンパスへの参加を支援 

・学校等の希望に合わせた講座・体験会等の開催 

 

 

 

 

 

 

（2）知識と技術を備えた現場技術者の育成・確保 

・森林経営専門家派遣など各種研修情報の提供と参

加への働きかけ 

・労働災害防止のための巡回指導及び伐木技術研修

の実施 
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令和３年度の取組状況・評価及び令和４年度の取組方針 

具体的 

推進方策 
令和３年度の取組内容(実施計画) 令和３年度の取組状況 

 

 

令和３年度の評価及び今後の取組方向 令和４年度の取組方針 

②森林施業の集

約化の促進や

情報通信技術

（ICT）の導入

等による林業

経営の効率化 

(1) 「意欲と能力のある林業経営体」を育 

成・強化 

〇森林施業プランナーの育成 

〇機械設備の導入支援 

〇経営基盤強化支援 

〇新規事業体への経営指導 

・林業成長産業化構想技術者育成研修（奥州：１名） 

・林業成長産業化総合対策事業 

 ハーベスタ 1台導入（奥州：2/21完了） 

グラップルソー１台リース（花巻：10/15完了） 

・管内３森林組合長との意見交換（花巻：4/14） 

・森林組合経営検討委員会 

（奥州：4/27、8/2、10/28、2/8、花巻：7/27､11/22、2/4） 

・森林組合月例会の開催 

（奥州：6/2､7/29､10/1､10/27､11/26､12/22、3/17） 

・森林組合職員スキル向上勉強会 

（奥州：7/29以降月例会と同日開催） 

・事業主改善計画の作成指導・進達（奥州：２社、遠野： 

１社） 

・意欲と能力のある林業経営体への新規登録（一関：１社） 

・生産性向上及び作業道開設等指導（花巻：5/24､11/9、

3/14） 

・スマート林業促進の補助事業働きかけ（遠野：11/11、24） 

・ドローン操作研修（遠野：9/13） 

・QGISの活用方法を個別指導（花巻：6/8、奥州：9/7） 

・ドローン操作及びQGISの活用方法を個別指導（花巻：3/8、

3/9） 

・タブレット端末操作研修会の参加への支援 

 （花巻：6/15 １社） 

・マプリィ（森林測量アプリケーション）のデモンストレ

ーション見学会（奥州：11/18） 

・マプリィ試験運用操作体験会（奥州：3/8） 

・営農大学林業講座（林業講演会）の開催（一関：2/24） 

・素材生産新規参入事業体  指導 

（遠野：9/10､10/12、1/24 １社） 

【指標の状況】 
・森林経営計画認定面積(ha)          概ね達成 

 現状値 2019 2020 2021 2022 

目標  52,000 54,000 57,000 60,000 

実績 50,650 49,592 50,938 48,837 － 

現状値は2017年の値 
 
【評価及び今後の取組方向】 
①組合長との意見交換や職員の勉強会を実施し、集約化や
経営効率化を担う人材の育成を図ったことにより、目標
は概ね達成となった。 

②施業集約化に向けた意識醸成や資格取得に向けた研修会
の開催と併せ、経営基盤の強化を図り、ＩＣＴ技術の活
用により業務の効率化を図る必要がある。 

 
（1）「意欲と能力のある林業経営体」を育成・強化 
【評価及び今後の取組方向】 

①機械設備の導入や経営検討委員会や月例会での指導、勉

強会の開催により、事業体を育成・強化することができた。 
②より一層の施業集約化に向け、経営基盤の強化と業務の
効率化を図る必要がある。 

 

・効率的な林業経営を図るため、「意欲と能力のある林業経

営体」や市町と連携し、森林施業の集約化や森林経営計

画の作成を支援 

・ドローンや情報通信技術（ＩＣＴ）の活用などによるス

マート林業の推進 

  

 

 

 

 

 

 

（1）「意欲と能力のある林業経営体」を育成・強化 

・森林経営計画の作成及び施業提案を担う施業プランナー

資格取得に向けた研修会の開催 

・既存事業体への経営改善指導の実施 

・ICT技術の活用による業務効率化の支援 

・育成林業経営体の意欲と能力のある林業経営体登録への

働きかけ 
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令和３年度の取組状況・評価及び令和４年度の取組方針 

具体的 

推進方策 
令和３年度の取組内容(実施計画) 令和３年度の取組状況 

 

令和３年度の評価及び今後の取組方向 令和４年度の取組方針 

②森林施業の集

約化の促進や

情報通信技術

（ICT）の導入

等による林業

経営の効率化 

(2) 効率的な林業経営のための森林施業
集約化 
〇森林経営計画の作成支援 
〇森林経営管理制度に係る市町支援 

 

・県有林伐採跡地における経営計画説明会 
（県南:5/14） 

・県行造林所有者に対する再造林の働きかけ 
（花巻：7/16） 

・森林整備地域活動支援交付金事業完了 
（花巻：3/17 72.85ha） 

・林業事業体等の森林経営計画作成に係る指導・助言 
（奥州：１組合、花巻：１社、一関：１社） 

・森林経営計画説明会（奥州：10/26） 
・経営計画作成の助言 
（花巻市個別相談：12月～3月の水曜日） 

・森林経営計画制度の活用に係る意見交換会 
（一関：10/13） 

 
・システム構築推進員と連携した市町の指導 
（奥州市３回、金ケ崎町３回、花巻市11回、北上市３回、
一関市４回、平泉町３回、遠野市２回、西和賀町７回） 

・他県委託情報提供（遠野：9/17） 
・意向調査林分及び集約化範囲の情報提供 
（奥州：7/16､11/1） 

・森林経営管理に関する地域説明会 
（花巻：10/26､11/2,9,11） 

・平泉町実施方針策定（HP公表6/8） 
・地区対策会議（一関：7/8、1/19） 
 

（2）効率的な林業経営のための森林施業集約化 
【評価及び今後の取組方向】 

①説明会や指導により、経営計画作成を支援することがで
きた。また、システム構築推進員と連携した市町の指導
により、意向調査に向けた支援を実施できた。 

②施業提案等による森林経営計画作成を指導する必要があ
る。また、森林経営管理制度を進めるため、関係機関と協
力し、市町を支援する必要がある。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（3）境界確認や現況調査等の効率化 

（2）効率的な林業経営のための森林施業集約化 

・計画終期を迎えた森林経営計画の更新及び森林経営計画

の作成促進に向けた事業体等への指導 

・森林所有者に対する意向調査の結果を踏まえた施業提案

による施業集約化 

 

 

 

 

 

 

 

・森林経営管理制度の実施方針策定支援及び進捗管理 

・意向調査に向けた支援及び進捗管理 

・地区対策会議等による情報提供 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（3）境界確認や現況調査等の効率化 

(3) 境界確認や現況調査等の効率化 

〇情報通信技術（ＩＣＴ）等の活用促進 

 

 

【再掲】 
・スマート林業促進の補助事業働きかけ（遠野：11/11,24） 
・ドローン操作研修（遠野：9/13） 
・QGISの活用方法を個別指導（花巻：6/8、奥州：9/7） 
・ドローン操作及びQGISの活用方法を個別指導（花巻：
3/8,3/9） 

・タブレット端末操作研修会の参加への支援 
 （花巻：6/15 １社） 
・マプリィ（森林測量アプリケーション）のデモンストレ
ーション見学会（奥州：11/18） 

・マプリィ試験運用操作体験会（奥州：3/8） 

【評価及び今後の取組方向】 
①ドローンやQGISの研修や指導により、スマート林業を促
進することができた。 

②GNSSシステムの実践や、新たな情報通信技術の情報収集
に努め、活用を指導する必要がある。 

・令和４年度の地上レーザ計測に向けた打合せを実施 

・ＧＮＳＳシステム測量の活用に関する指導 
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令和３年度の取組状況・評価及び令和４年度の取組方針 

具体的 

推進方策 
令和３年度の取組内容(実施計画) 令和３年度の取組状況 

 

令和３年度の評価及び今後の取組方向 令和４年度の取組方針 

③低コスト林業

の推進や未利

用資源の有効

活用による木

材の安定供給 

(1) 安定供給のための林業・木材産
業等関係者間の情報共有及び公共
施設や非住宅等への木材利用の促
進 

 〇情報共有 
〇公共建築物等整備支援 
〇木材利用のＰＲ 
〇木質バイオマス利用の普及啓発 

・コロナ・ウッドショックの影響に関する聞取り 
（奥州５社、遠野４社、一関４社） 

・花巻市木材利用促進協議会総会（書面開催） 
・花北地域木材安定供給促進会議（7/19） 
・森林のくに遠野・協同機構定例会（遠野：９回） 
・森林の再生を考える会（遠野：７回） 
・経営管理指導事業（遠野：５回） 
・南いわて暮らしセミナー（遠野：10/30 22名） 
・県南広域木材需給連絡会議（1/21） 
・一関木材カスケード利用協働協議会（1/13） 
・林業・木材産業成長産業化事業（R2繰越）完了確認 
 （花巻：7/28 黒沢尻幼稚園（北上市）） 
・いわてヤタイ貸出９件（貸出先６者）花巻 
・“地域の木”身近に木づかい促進事業 

出張おもちゃ美術館出張展示 
（一関：9/28、北上：10/11、遠野11/6、金ケ崎11/25 参
加者：親子123名） 

地域材ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ「地域材ふれあい体験会」開催 
（奥州：10/31 参加者60名） 
地域材を活用した木製品の試作・展示 
（奥州：木製ＰＣ台、２wayテーブル他 庁舎内） 

・地域材を活用したＰＣ台の導入（奥州：職員分） 
・市庁舎への木製品展示支援（遠野：12/20） 
・チップボイラー導入に関する補助要件等周知（花巻：9/10 
富士大学、㈱いわてウッドパワー） 

・地域エコシステム構築推進地域協議会に参加 
（花巻：8/25,12/16,3/14） 

・事業再構築補助金（経産省）に係る情報収集（遠野：仲
山林業 9/30、11/18） 

・林野庁調査事業導入に係る市との調整（遠野：12/16） 
・一関市内のバイオマス発電計画に関する情報収集及び地
域課題等助言（一関：４回） 

【指標の状況】 

・再造林面積（ha）           概ね達成 

 現状値 2019 2020 2021 2022 

目標  180 185 190 200 

実績 176 170 195 179 － 

現状値は2017年の値 

 

・県産材供給量（千㎥）            

（令和５年３月確定見込み）         集計中 

 現状値 2019 2020 2021 2022 

目標  508 510 511 513 

実績 506    511 450 集計中 － 

現状値は2017年の値 

 

【評価及び今後の取組方向】 

①再造林面積は、施業の集約化等に基づく森林整備事業等の

支援により目標を概ね達成することができた。 

 県産材供給量については、コロナ禍による需要停滞により、

前年を若干下回ったものの概ね目標を達成することができ

た。（実績値は国の公表数値をもとに算出しており、例年２

年遅れ） 

②県産木材の利用機会の創出や森林資源の循環利用に向けた

関係者の連携や基盤整備を進めていく必要がある。 

 
（1）安定供給のための林業・木材産業等関係者間の情報共有
及び公共施設や非住宅等への木材資料の促進 

【評価及び今後の取組方向】 

①林業事業体との連携と出張おもちゃ美術館等の取組により

効果的に木材利用をＰＲすることができた。 

②木材利用促進のため、引き続き木育の支援等を行う必要が

ある。 

 

 

・木材需要者への地域材の安定供給を図るため、林業・

木材産業等関係者間の情報共有を促進 

・低コスト林業を進めるため、伐採から再造林を行う一

貫作業、路網整備の促進及び搬出技術の向上を支援 

・森林が持つ多面的機能の維持・増進を図るため、計画

的な森林整備、集約化の支援や「いわての森林づくり

県民税」等を活用した森林整備を促進 

・山地災害を防止するため、治山施設の整備や植栽等に

より、森林の保全管理を推進 

・松くい虫の被害拡大防止を図るため、駆除に加え、樹

種転換を図り、被害材等未利用資源の発電や熱等木

質バイオマスエネルギー等への利用を促進 

・ナラ枯れ被害拡大防止のため、駆除に加え、伐採・更

新（若返り）と併せ、広葉樹材の有効利用を促進 

 

 

 

 

 

 

 

 

（1）安定供給のための林業・木材産業等関係者間
の情報共有及び公共施設や非住宅等への木材資
料の促進 

・岩手県県産木材等利用促進条例に基づく県産木材等 

利用促進基本計画の推進 

・地元企業と連携した地域材の需要拡大に向けた検討

と県民に対する利用機会の創出 

・地域材ふれあい体験会等の開催 

・出張おもちゃ美術館による木育 
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令和３年度の取組状況・評価及び令和４年度の取組方針 

具体的 

推進方策 
令和３年度の取組内容(実施計画) 令和３年度の取組状況 

 

令和３年度の評価及び今後の取組方向 令和４年度の取組方針 

③低コスト林業

の推進や未利

用資源の有効

活用による木

材の安定供給 

(2) 低コスト林業のため、一貫作業

及び搬出技術等の啓発 

 

 

・低コスト林業技術研修、技術力維持・向上対策研修への

参加要請 

・県行造林土地所有者へ再造林働きかけ（花巻：7/16） 

・一貫作業  

R2繰越 15.62ha完了（100％）２件 

 R3事業 26.00ha（R4へ繰越） 

・森林整備事業（造林）162.94ha完了（100%）36件 

・森林環境再生造林 

 R3事業16.45ha（R4に繰越） 

・生産間伐 

 R1繰越   4.89ha完了(100％)１件 

 R2繰越 142.06ha完了(84％)13件、 46.21ha繰越(1件) 

 R3事業  86.13ha完了(44％)14件、107.50ha繰越(5件) 

・林道 

 R1繰越  126ｍ完了（100％）１件 

R2繰越 1,749ｍ完了（100％）３件 

 R3    398ｍ繰越 

・作業道 

R1繰越 1,427ｍ完了（100％）１件 

R2繰越 19,568ｍ完了（ 79％）9件、5,115ｍ繰越（1件） 

R3事業 11,682ｍ完了（ 48％）7件、12,778ｍ繰越(5件) 

 

（2）低コスト林業のため、一貫作業及び搬出技術等の啓発

【評価及び今後の取組方向】 

①各種事業を通じて森林整備や路網整備を実施し、再造林を 

促進することができた。 

②森林資源の循環利用に向けて再造林と路網整備を推進する 

必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2）低コスト林業のため、一貫作業及び搬出技術

等の啓発 

・森林資源の循環利用に向けた再造林の促進と低コス

ト林業実現のための基盤整備の推進 

・伐採跡地におけるいわて環境の森整備事業の活用も

含めた再造林の働きかけ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 被害材等未利用資源の有効活用

の促進 

〇樹種転換の促進 

 

 

 

 

〇アカマツの広葉樹林化 

 

・アカマツ100％活用促進事業（花巻） 

 搬出作業データ収集業務委託契約（10/29） 

（運搬作業データ収集委託業務は中止） 

 搬出-搬業務実施に係る協議（10/24､29､12/16） 

・特殊地拵 

 R3事業 10.32ha完了（100％）5件 

 

・アカマツの広葉樹林化 

R3事業 8.30ha完了（25％）4件、24.71ha繰越(4件)  

 

（3）被害材等未利用資源の有効活用 

【評価及び今後の取組方向】 

①アカマツ伐採に関する検討会等の実施により、関係者間で 

施業や残材の取扱いに関する課題を共有することができた。 

②樹種転換の促進のために、林地残材の有効活用を支援する 

必要がある。 

 

 

（3）被害材等未利用資源の有効活用 

・枯死木を含めたアカマツの通年利用に向けた検討 

・アカマツ未利用材活用システムの検討 

 

 

 

 

 

 

(4) ナラ枯れ被害防止を図るため、

伐採・更新(若返り)の推進 

〇伐採利用の促進 

 ナラ林健全化 

 

・事業実施に向けた打合せ（奥州：6/14、6/16） 

・対象森林打合せ（遠野：6/29） 

・事業説明（花巻：４月） 

・ナラ林健全化促進事業 

 R2繰越 4.72ha完了（100％）１件 

 R3事業 4.14ha完了（ 18 %）１件、19.16ha繰越(2件) 

・県南広域ナラ枯れ被害対策連絡会議（3/11、書面） 

（4）ナラ枯れ被害防止を図るため、伐採・更新（若返り）の

推進 

【評価及び今後の取組方向】 

①ナラ枯れ被害対策連絡会議の開催により、県南地域におけ 

るナラ枯れ被害の状況と対策について情報共有をすること 

ができた。 

②被害拡大を抑制するため、ナラ枯れ被害木の駆除と周辺広 

葉樹の伐採利用を支援する必要がある。 

（4）ナラ枯れ被害防止を図るため、伐採・更新（若

返り）の推進 

・ナラ枯被害木の駆除と周辺広葉樹の伐採利用 

・ナラ枯れ被害対策連絡会議等の開催 
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令和３年度の取組状況・評価及び令和４年度の取組方針 

具体的 

推進方策 
令和３年度の取組内容(実施計画) 令和３年度の取組状況 

 

令和３年度の評価及び今後の取組方向 令和４年度の取組方針 

④特用林産物の

産地再生とブ

ランド力の回

復 

(1) 原木しいたけの産地再生を図るた

め、生産体制の整備や後継者の育成 

 〇出荷制限解除 

 〇栽培管理指導の実施 

〇原木等生産資材の導入支援 

特用林産施設等体制整備事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 〇岩手県林業成長産業化総合対策

事業（雪害復旧） 

 

 

 

(2) ブランド力回復のため、大消費地へ

の出荷・販売量の増加 

〇地元飲食店等への利用・販売促進 

 

 

 

〇試食販売会・販路開拓調査 

 

・解除資料提出（ロット追加含む） 

（花巻３名、奥州２名、一関６名） 

・新規生産者の出荷制限解除7/20 

（花巻２名、奥州２名、一関１名） 

・県南広域原木しいたけ生産販売体制強化事業 

栽培管理指導 

（花巻：11回、遠野：7回、県南：3回、一関：8回） 

産地応援隊会議開催（6/2､11/30、2/28書面） 

 

・きのこ原木処理事業（一関： 3/25完了確認、遠野：11/29

完了確認、花巻：12/15完了） 

・R2繰越完了確認調査 

（花巻：8/5 10,780本 一関：7/9 58,200本） 

・西和賀町産原木における収量比較調査打合せ 

（奥州：10/22） 

・西和賀町産原木における収量比較調査（3/8） 

・ほだ木から子実体へ移行する放射性物質調査に係る共同

研究（調査対象 120本）の承諾、子実体送付 

（一関：１回目 11月 ２回目 12月） 

 

 

・一関：（交付決定8/11,完了確認1/14） 

 

 

 

 

・一関市乾しいたけ品評会開催 

審査会運営補助(5/26)、展示・販売会運営補助（ＪＡファーマ

ーズ）（5/28） 

・江刺給食センター打合せ（奥州：8/31） 

・常盤小給食センター打合せ（奥州：10/21） 

 サンプル提供（12/15）、給食への活用（1/21、26） 

・原木しいたけ生産・販売に関する生産者意向調査 

（一関：対象者３名、意見交換（10/21）） 

【指標の状況】 

・乾しいたけ植菌本数（千本）           やや遅れ 

 現状値 2019 2020 2021 2022 

目標  124 126 129 132 

実績 119 108 95 88  － 

現状値は2017年の値 

 

【評価及び今後の取組方向】 

①栽培管理の指導や生産資材の導入支援、利用・販売促進  

を進めてきたが、生産者の高齢化等により、目標を下回

った。 

②品質向上・収量増加の為の栽培技術指導、地域内原木の

活用に向けた取組を進めるとともに、原木しいたけの販

売促進を支援していく必要がある。 

 

(1) 原木しいたけの産地再生を図るため、生産体制の整備や後

継者の育成 

【評価及び今後の取組方向】 

①５名について新たに出荷制限を解除することができた。

原木については、国庫補助事業を活用した導入支援と併

せて、収量比較調査により、地域内原木の利用に向けた

データを収集することができた。 

②引き続き希望者の出荷制限解除を進めるともに、原木の

導入支援を併せて地域内原木の利用促進を図る必要があ

る。 

 

 

(2)ブランド力回復のため、大消費地への出荷・販売量の増加 

【評価及び今後の取組方向】 

①一関市において乾しいたけ品評会（展示・販売会含む）

を開催するとともに、奥州市での学校給食への利用によ

り生産者の意欲喚起と販売促進を図ることができた。 

②生産者の意向調査をもとに新たな販路開拓を支援すると

ともに、地域での利用を促進するため、引き続き学校給

食への利用促進を図る必要がある。 

 

 

・原木しいたけの産地再生を図るため、出荷制限解除

に向けた取組や栽培管理、安定的なしいたけ原木

の確保、生産再開した生産者の意欲向上や収益向

上に係る取組を促進し、県南地区原木しいたけの

ブランド力の再興を支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 原木しいたけの産地再生を図るため、生産体制の整備

や後継者の育成 

・春子の解除検査実施を指導 

（一関：３名（ロット追加含み）） 

・種菌メーカー等と協力した品質向上・収量増加のための

栽培指導支援 

・貸し付け制度等の利用を生産者に促す（一関） 

・地域内原木の活用に向けた調査の実施 

・放射性物質濃度調査（安全の確保） 

・西和賀産原木の収量調査（利用可能性） 

・子実体の放射性物質濃度及び収量調査（一関） 

 

(2)ブランド力回復のため、大消費地への出荷・販売量の増

加 

・地域ブランドの強化 

・地元イベントにおける原木しいたけの認知度向上 

・学校給食への利用促進 
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令和３年度の取組状況・評価及び令和４年度の取組方針 

具体的 

推進方策 
令和３年度の取組内容(実施計画) 令和３年度の取組状況 

 

令和３年度の評価及び今後の取組方向 令和４年度の取組方針 

⑤地域に根差し

た特用林産物

の生産振興 

(1) 新たな産地形成のため、林間畑わさ

びの栽培や漆林の造成等を支援 

〇栽培面積確保に向けた講習会等開催 

〇巡回指導の実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇あじさい園支援 

 

〇新たな漆産地の形成検討 

 

・畑わさび産地づくり支援事業 

・初心者向け講習会（遠野：6/15） 

・種苗育成研修会、生産者意見交換会（中止） 

・モデル圃場委託契約（遠野:9/3） 

・モデル圃場現地指導（奥州、一関：9/8） 

・区域設定、土壌採取、現地確認・指導 

 （奥州：8/20、8/26、9/8） 

・モデル圃場への植栽（奥州 0.8a・一関 3.2a：10/14）及

び電気柵等設置（奥州：11/16、一関：12/8） 

・モデル圃場協定締結（奥州・一関：12/8） 

・パンフレット栽培の手引き作成（遠野：3/10） 

・わさび虫害への対策（サンプルを送付し、病害虫防 

除所からの同定結果提示） 

・先進地調査（遠野：12/3 岩泉） 

・都営地下鉄への公告（一関 6/11～22） 

・開園式開催準備・出席（一関） 

・いわて漆振興実務者連絡会議への取組状況報告 

（一関6/18、2/9） 

【指標の状況】 
・林間畑わさび生産量（トン）           未達成 

 現状値 2019 2020 2021 2022 

目標  20 31 38 38 

実績 15 21 10 13 － 

現状値は2017年の値 
 

(1) 新たな産地形成のため、林間畑わさびの栽培や漆林の造成等

を支援 

【評価及び今後の取組方向】 

①環境要因（土壌、気象等）やシカ被害により、目標を達

成することができなかった。 

②栽培指導の強化、県南広域振興圏内の生産者掘り起こし 

等により、生産量の増に向けて取り組む必要がある。 

・山村の活性化に資する特用林産物の新たな産地を

形成するため、林間畑わさびの栽培面積の拡大や

漆林の造成に係る適正な保育指導を推進 

 

 

 

(1) 新たな産地形成のため、林間畑わさびの栽培や漆林の

造成等を支援 

・新規栽培希望者に対する講習会の開催 

・遊休農地等を活用した現地研修会の開催 

・県選抜優良系統の導入栽培試験 

・試験栽培圃場の設定 

 

 

 

 

・あじさい園のＰＲ活動を支援 

 

・漆植栽地の適正な管理について継続指導 
 


